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第 1 号議案 令和 5 年度事業報告承認の件 

 

令和 5年度事業報告 

自 令和 5 年 4 月 1 日 

至 令和 6 年 3 月 31 日 

 

本年度は、支部活動の活性化の為、再編成された新たな支部体制（日野地区 6 個支部、

多摩地区 4 個支部、稲城地区 4 個支部）にて活動し、各地区・各支部の研修や会員相互の

交流活動が活性化するスタートとなる 1 年になりました。 

会員皆様の安心・安全を第一に考慮した会務運営を行い、法人会の基本指針である「健

全な納税者の団体」「よき経営者をめざすものの団体」「地域社会に貢献する団体」の趣

旨に沿い、会員各位の積極的なご協力を得て、企業並びに地域社会の健全な発展を図るた

め、各種事業活動を展開することができました。 

これもひとえに、会の趣旨に賛同いただいた多くの会員各位の皆様、日野税務署並びに

関係諸団体の格別なるご支援、ご協力の賜物であると感謝いたします。 

以下、令和 5 年度事業の概要をご報告いたします。 

 

1 税知識の普及を目的とする事業 

本部関係では、新規設立法人を対象とした新設法人説明会を偶数月に、決算期を迎える

法人を対象とした決算法人説明会を毎月に計画し、18 回(270 名)開催いたしました 

また、定額減税説明会を 1 回(28 名)、オンラインによるインボイス制度セミナーを 2 回

(8 名)、年末調整・法定調書講座を 1 回(6 名)開催しました。 

地区関係では、法人会主催の年末調整説明会を税務署及び各市の担当者を講師に招き

各地区において 3 回(67 名)開催しました。 

支部関係では、税制改正やインボイス制度(適格請求書等保存方式)及び電子帳簿保存法

等をテーマとして、税務研修会を 7 回(125 名)開催いたしました。 

女性部会、源泉部会では、身近な税情報等をテーマに合わせて 6回(70 名)開催いたしました。 

全体では 38 回・574 名のご参加をいただきました。 

 

2 納税意識高揚を目的とする事業 

租税教育メイン事業として、「ハローキティと税について知ろう！」を 8 月 5 日にサ

ンリオピューロランドにおいて開催、小学生・幼児及び保護者合わせて 1,006 名の応募が

あり、厳正なる抽選の結果、小学生・幼児及び保護者合わせて 259 名を招待して、ハロー

キティ達と一緒にステージショーや館内に掲示した税金クイズラリーを通じて税の大切

さを学びました。 

また、租税教室を兼ねたサッカー大会「日野法人会長杯争奪日野市少年サッカー大会」

を日野市サッカー連盟との共催により 11 月から 12 月にかけて開催し、参加者に全法連
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作成の租税教育小冊子及び日野市の教育予算の紹介パンフレットを配布して、税に関す

る意識の高揚を図るとともに、親と子の税金教室「木更津海岸潮干狩り」を 5 月 21 日に

実施し税金の大切さを学びました。 

さらに、日野市内の 17 小学校の 1 年生 1,551 名を対象に動物(ポニー)とふれあう教室

を開催し、日野市の教育予算の紹介パンフレットと税のクリアファイルを配布しました。 

広報活動では会報「ふれあい」を 6 回発行、法人会活動状況や、税制の動きなど会員に

とって貴重な情報を提供致しました。 

日野地区、稲城地区では「税を考える週間」事業に協賛し、日野税務署、東京税理士会

日野支部等の協力を得て、10、11 月に管内で開催された「Ｉのまちいなぎ市民祭」や「日

野市産業まつり」に積極的に参加、税のなんでも相談や大人と子供向けの税のクイズ、1

億円の重さ体験などを実施、クイズ解答者には花鉢や文房具を進呈、税のパンフレット

配布など税金のＰＲ活動を行いました。 

多摩地区では、4 月に東日本大震災復興支援を兼ねて開催された「せいせき桜まつり」

に参加、公園内に設置されたテント内にて、大人と子供向けの税のクイズ、1 億円重さ体

験等を実施、クイズ解答者には花鉢や文房具を進呈、税のＰＲ活動を行いました。 

青年部会では、今年度から KAOFES2023 に出展し税の PR 活動を実施するとともに、

管内の小学校 9 校の 6 年生 646 名を対象とした租税教室を開催し、部会役員が講師を務

め税金について学びました。 

女性部会では、第 13 回税に関する絵はがきコンクールを 7 月～8 月にかけて実施いた

しました。教育委員会を通じて、日野、多摩、稲城の公立小学校 46 校の小学生に応募用

紙を配布し、その結果、405 名の児童から応募がありました。厳選なる選考の結果、各賞

と入選を含め 14 名の児童が受賞され、1 月 10 日の表彰式にて、賞状と記念品を贈呈いた

しました。なお、応募された作品は、日野市のイオンモール多摩平の森や、多摩市、稲城

市の市役所等に展示し市民の方々に広く公開させていただきました。 

 

3 税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 

公益財団法人全国法人会総連合の 9 月 19 日開催理事会において、令和 6 年度税制改正

に関する提言が決議され、各政党及び関係機関にその実現を強く要望しました。 

法人会全国大会「群馬大会」に参加するとともに、青年部会、女性部会では、それぞれ全

国青年の集い「山形大会」や全国女性フォーラム「愛媛大会」に参加いたしました。 

 

4 地域企業の健全な発展に資する事業 

本部関係では、オンラインによる「簿記入門講座」他 3 講座を開催いたしました。 

また、労働情報センター多摩事務所との共催により、労働セミナーを開催いたしまし

た。 

各地区は日帰り研修会を開催し、女性部会では一泊研修会を開催するとともに、源泉部

会では、労働保険の基礎講座等について特定社会保険労務士を講師に招きセミナーを開

催いたしました。  
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5 地域社会への貢献を目的とする事業 

昨年に引き続き、東京都環境局並びに一般社団法人東京法人会連合会と提携して、中小

規模事業所を対象とした「地球温暖化対策報告書制度」へ取り組み、会員企業 103 社か

ら報告書の提出をいただきました。 

1 月 10 日には、タレントのルー大柴氏を講師に招き、新春講演会を開催いたしました。 

 

6 会員の交流に資するための事業 

会員相互の交流を目的とした会員交流チャリティーゴルフ大会、新年賀詞交歓会を開

催するとともに、青年部会・女性部会・源泉部会及び各支部においては、ゴルフや食事会

を開催し会員の交流を深めました。 

 

7 会員の福利厚生等に資する事業 

法人会の福利厚生制度として定着しております「経営者大型保障制度」をはじめとする

各種の共済制度は、明日への備えとして、多くの会員にご加入いただいており、制度の一

層の普及推進を図りました。 

また、会員企業の福利厚生を図るため、経営者、従業員などを対象に、１日人間ドック

の生活習慣病健康診断や会員企業の各種福利厚生施設の利用斡旋を行いました。 

 

8 その他法人の目的を達成するための事業 

年度末の組織状況は、会員数 1,390 社(正会員 1,212 社、賛助会員 178 社)となりました。 

今年度の会員増強運動は、各地区支部単位で行動日を設け積極的に取組み、32 社の新

入会員を迎えることが出来ました。 

しかしながら、廃業、休業、業績不振、また転出による退会者が 57 社の減少となりま

した。 

また、財政基盤の確立を図るため、未収会費の徴収と会費の口座振替制度のより一層の

促進を図ってまいります。 

その他、運営経費を見直すとともに会費の改定を含めた検討を継続し、法人会の将来を

見据えた運営を検討いたしました。 

今後も継続して、日野法人会の組織充実ため、努力してまいります。 

  



- 4 - 
 

9 今後の課題 

法人会は、「健全な納税者の団体」であると同時に「良き経営者をめざすものの団体」

として、会員の研鑚、納税意識の向上に寄与するとともに地域に密着した活動を通じて

広く社会への貢献に積極的に取組んできました。 

新型コロナウイルスがインフルエンザと同じ 5 類の扱いとなる中、今まで縮小を余儀

なくされた事業の積極的な実施を追求し、研修事業をはじめとする、法人会のサービス

機能の強化を図ってまいります。 

更に、公益社団法人として、一層の公益活動としての税知識の普及、納税道義の高揚、

企業経営と社会への健全な発展に貢献することに加え、小学生への租税教育活動の推進

や、地球温暖化防止（ＣＯ2 削減）のための一般市民の方々を対象とした啓発活動等更な

る事業の充実を積極的に推進していくことが重要と考えられます。 

運営基盤の課題として、企業経営を取り巻く環境の悪化もあり、このままの状況では現

状の会員数の維持さえ困難なことが予想されます。 

会員数の拡大は、例えば税制改正要望事項の実現が図られるようになること、スケール

を生かすことで会員へのより良い事業サービスが展開できること、法人会活動に対する

地域社会からの理解が得られることなど、多くの会員を擁することで、より多くのもの

が得られるはずであります。 

そのため、法人会の影響力や知名度を向上させるための検討を実施し、魅力ある法人会

として強力に増強運動を進めてまいります。 

今後も 1,390 社の会員を結集して、法人会の目的実現のために一層の努力を傾けたいと

存じます。 

会員各位のご協力に感謝いたしまして、令和 5 年度の事業報告と致します。 

 

10 追記事項 

令和 5 年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第

34 条第 3 項に規定する事業報告の内容を補足する重要な事項はないことから、附属説明

書は作成しておりません。 
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事業関係 
1. 税知識の普及を目的とする事業 

【本部関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 

新設法人説明会 
 

6回：44名 

4月 19日 
日野税務署 

1名 会社の誕生と税金について 
 
講師 日野税務署 三池上席国税調査官 2 6月 22日 

日野税務署 
2名 

3 8月 24日 
日野税務署 

13名 

会社の誕生と税金について 
 
 
講師 日野税務署 能登上席国税調査官 

4 10月 10日 
日野税務署 

9名 

5 12月 14日 
日野税務署 

10名 

6 2月 28日 
パルテノン多摩 

9名 

7 

決算法人説明会 
 

12回：226名 

4月 20日 
日野税務署 

7名 会社の決算と申告について 
 
 
講師 日野税務署 三池上席国税調査官 

8 5月 15日 
日野税務署 

17名 

9 6月 23日 
日野税務署 

13名 

10 7月 26日 
日野税務署 

17名 

会社の決算と申告について 
 
 
講師 日野税務署 能登上席国税調査官 

11 8月 25日 
日野税務署 

11名 

12 9月 22日 
日野税務署 

31名 

13 10月 24日 
日野税務署 

13名 

14 11月 21日 
日野税務署 

9名 

15 12月 15日 
日野税務署 

23名 

16 1月 24日 
関戸公民館 

12名 

17 2月 21日 
関戸公民館 

9名 

18 3月 21日 
パルテノン多摩 

64名 

19 インボイス制度説明会 
 

2回：8名 

4月 19日 
日野税務署 

1名 インボイス制度について 
 
講師 日野税務署 三池上席国税調査官 20 4月 20日 

日野税務署 
7名 

21 定額減税説明会 3月 21日 
パルテノン多摩 

28名 
定額減税制度について 
講師 日野税務署 荒槙上席国税調査官 

22 
オンラインセミナー 
年末調整・法定調書講座 

11月 9 日 
(2週間) 

オンラインセミナー 
6名 

年末調整・法定調書について 
講師 税理士 信澤奈津美 氏 
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【地区関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 年末調整説明会(日野) 11月 8 日 
日野市ふれあいホール 

22名 

年末調整の仕方 

講師 日野税務署・市役所各担当者 
2 年末調整説明会(多摩) 11月 10日 

関戸公民館 

35名 

3 年末調整説明会(稲城) 10月 27日 
稲城市地域振興プラザ 

10名 

 

【支部関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 日野地区第 1支部 

 

税務研修会 

9月 14日 
日野寿司 

17名 

インボイス制度について 

講師 日野税務署 能登上席国税調査官 

2 2月 8 日 
サカエヤ茶楼 

11名 

電子帳簿保存法のポイント 

講師 日野税務署 能登上席国税調査官 

3 
日野地区第 2支部 

税務研修会 
9月 21日 

多摩引用金庫日野支店会議室 

9名 

インボイス制度について 

講師 日野税務署 能登上席国税調査官 

4 
日野地区第 6支部 

税務研修会 
11月 15日 

多摩電気工事(株) 

会議室 
講師の都合により延期 

5 
多摩地区第 1.2.3.4支部合同 

税務研修会 
5月 19日 

永山情報センター 

23名 

税制改正及びインボイス制度について 

講師 日野税務署 三池上席国税調査官 

6 
多摩地区第 1支部 

税務研修会 
10月 12日 

つむぎ館 

15名 

インボイス制度・電子帳簿保存法について 

講師 税理士 原義彦 氏 

7 
多摩地区第 2.4支部合同 

税務研修会 
2月 29日 

つむぎ館 

24名 

事業承継のポイント及び改正相続税・贈与税について 

講師 きらぼし銀行 川村秀樹 氏 

8 
稲城地区第 1.2.3.4支部合同 

税務研修会 
5月 18日 

稲城市地域振興プラザ 

26名 

税制改正及びインボイス制度について 

講師 日野税務署 三池上席国税調査官 

 

【部会関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 
女性部会稲城地区 

税務研修会 
1月 23日 

稲城市商工会 2 階会議室 

10名 

身近な税のおはなし 

講師 日野税務署 能登上席国税調査官 
2 

女性部会多摩地区 

税務研修会 
1月 29日 

つむぎ館 

9名 

3 
女性部会日野地区 

税務研修会 
2月 6 日 

多摩信用金庫日野支店会議室 

9名 

4 
源泉部会 

税務研修会 
5月 11日 

京王クラブ 

17名 

税務と酒類行政について 

講師 日野税務署 栗脇 副署長 

5 
源泉部会 

テーマ別研修会 
10月 11日 

つむぎ館 

18名 

源泉所得税の事例研究 

講師 日野税務署 荒槙 上席国税調査官 

6 
源泉部会 

テーマ別研修会 
2月 8 日 

関戸公民館 

7名 

源泉所得税の事例研究 

講師 日野税務署 荒槙 上席国税調査官 
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2. 納税意識高揚を目的とする事業 
【本部関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 
ハローキティと 

税について知ろう 
8月 5 日 

サンリオピューロランド 

259名 

①ステージ上にて税金についてステー

ジショー 

②園内３箇所を回るクイズラリー 

2 親と子の税金教室 5月 21日 

木更津海岸 

大 人 ：41名 

子 供 ：11名 

幼 児 ： 6名 

事務局 ： 2名 

合計 ：60名 

①移動車中において税金教室を開催 

・国税庁ビデオ「マリンとヤマトの不

思議な日曜日」 

・税金クイズ 

②木更津海岸にて潮干狩り 

3 

動物(ポニー)とふれあう

教室での日野市教育予算

の啓発活動 

 

17校：1,551名 

6月 2 日 
日野市立夢が丘小学校 

小学生：47名 

小学 1年生を対象とし、日野市教育予算

啓発パンフレットを配布 

｢みんなで学ぼう!!わたしたちのくらし

と税金」 

4 6月 3 日 
日野市立南平小学校 

小学生：81名 

5 6月 6 日 
日野市立日野第四小学校 

小学生：105名 

6 6月 7 日 
日野市立旭が丘小学校 

小学生：80名 

7 6月 10日 
日野市立日野第一小学校 

小学生：61名 

8 6月 12日 
日野市立仲田小学校 

小学生：77名 

9 6月 14日 
日野市立日野第五小学校 

小学生：126名 

10 6月 19日 
日野市立日野第三小学校 

小学生：54名 

11 6月 20日 
日野市立平山小学校 

小学生：119名 

12 6月 21日 
日野市立日野第八小学校 

小学生：99名 

13 6月 22日 
日野市立豊田小学校 

小学生：155名 

14 6月 24日 
日野市立滝合小学校 

小学生：56名 

15 10月 24日 
日野市立東光寺小学校 

小学生：67名 

16 10月 25日 
日野市立日野第六小学校 

小学生：141名 

17 11月 10日 
日野市立七生緑小学校 

小学生：49名 

18 11月 17日 
日野市立日野第七小学校 

小学生：110名 

19 11月 24日 
日野市立潤徳小学校 

小学生：124名 
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事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

20 

広報誌「ふれあい」の発行 

204号 
5.6月号 

1,600部 

・税情報 インボイス制度 
・法人会の税制改正実現事項 
・法人会の新たな支部編成 
・通常総会のお知らせ 

21 
205号 
7.8月号 

・第 12回通常総会の開催 
・令和 5.6年度役員紹介 
・日野税務署人事異動 

22 
206号 

9.10月号 

・租税教育イベント「サンリオピューロランド」 
・各種セミナー等開催案内 
・地球温暖化対策報告書について 

23 
207号 

11.12月号 

・令和 6年度税制改正に関する提言 
・活動報告 
・新春講演会、賀詞交歓会のご案内 

24 
208号 
1.2月号 

・新春放談 
・活動報告 
・令和 5年度納税表彰 

25 
209号 
3.4月号 

広報誌をリニューアル 
・令和 6年度税制改正大綱 
・会員企業の紹介 
・活動報告 

26 オンデマンドセミナー 5,420回 
・HPへインターネットセミナーを開設 
・経営一般、政治経済、人材育成等の
多様なジャンルを掲載 

 

【地区関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 
東日本大震災復興支援 
せいせき桜まつりでの 
税の PR活動 

4月 2 日 
九頭竜公園 

一般市民 ：300名 
役員等 ： 14名 

・税金クイズ(大人・子供)解答者に
メモ帳、花鉢配布 

・1億円の重さ体験 

2 
「税を考える週間」協賛 
日野市産業まつりでの 
税の PR活動 

11月 11日 
11月 12日 

日野市市民の森 
ふれあいホール内 

 
一般市民 ：600名 
役員等 ： 24名 

・税の何でも相談 
相談員 東京税理士会日野支部 
11/11：江野敦子氏、蝦名潤氏 
11/12：石井律子氏、宮下吉輝氏 

・税金クイズ(大人・子供)解答者に
メモ帳、花鉢配布 

・1億円の重さ体験 

3 
「税を考える週間」協賛 
Ｉのまちいなぎ市民祭りでの 
税の PR活動 

10月 21日 
10月 22日 

稲城市中央公園 
 

一般市民 ：600名 
 
役員等 ： 19名 

・税の何でも相談 
相談員 東京税理士会日野支部 
10/21：窪田栄子氏、斎川睦子氏 
10/23：大石直也氏、窪田栄子氏 

・税金クイズ(大人・子供)解答者に
メモ帳、花鉢配布 

・1億円の重さ体験 

4 
租税教室を兼ねた 
日野市少年サッカー大会 

11月 23日 
～ 

12月 23日 

11/23 
日野市北川原公園グラウン
ド 
12/23 
万願寺中央公園グラウンド 
 
小学 5年生 16チーム 

268名 

①日野市サッカー連盟との共催 
②参加者に全法連作成の租税教育小冊
子及び日野市の教育予算の紹介パン
フレットを配布 

③16 チームの予選リーグ及び決勝
トーナメント形式試合 

④上位 4チームを表彰「賞状･カップ」 
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【部会関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 

青年部会 
KAOFES2023での 

税の PR活動 
9月 17日 

多摩市一の宮公園 
一般市民 ：200名 

役員等 ： 10名 

・税金クイズ(子供)解答者に KAOマネー配布 

・1億円の重さ体験 

2 
青年部会 

講師育成セミナー 
8月 7 日 

京王クラブ 

31名 

・新たな租税教育講師の育成を目的に模擬

授業による実習及び意見交換 

3 
青年部会 

小学生起業家体験講座 
10月 9 日 

関戸公民館 

ヴィータ桜広場 

小学生 ： 8名 

青年部会 ：14名 

・参加小学生により 2つの会社を設立 

・事業計画から資金調達、商品作成、販売、

決算まで一連の流れを体験 

・税について「税金教室」を実施 

4 

青年部会 

小学校での租税教室 

 

9校：646名 

6月 10日 

日野市立日野第一小学校 

 

6年 1～2組：61名 

小学 6年生を対象に租税教室を開催 

講師：溝口副部会長、杉田常任理事 

補佐：板垣常任理事、高橋理事 

5 5月 17日 

日野市立仲田小学校 

 

6年 1～2組：79名 

小学 6年生を対象に租税教室を開催 

講師：溝口副部会長、竹井常任理事 

補佐：小野澤監事 

6 5月 18日 

日野市立東光寺小学校 

 

6年 1～2組：73名 

小学 6年生を対象に租税教室を開催 

講師：山田部会長、溝口副部会長 

補佐：杉田常任理事、高橋理事 

7 4月 23日 

多摩市立多摩第一小学校 

 

6年 1～3組：119名 

小学 6年生を対象に租税教室を開催 

講師：杉田常任理事、相澤常任理事、大石理事 

補佐：横倉常任理事、塩田会員 

8 6月 24日 

多摩市立多摩第二小学校 

 

6年 1～3組：82名 

小学 6年生を対象に租税教室を開催 

講師：山田部会長、飯島常任理事、大石理事 

補佐：山田部会長、内田副部会長、大石理事 

9 4月 20日 

多摩市立西落合小学校 

 

6年 1～2組：76名 

小学 6年生を対象に租税教室を開催 

講師：杉田常任理事、大石理事 

補佐：岡村副部会長、原理事 

10 5月 15日 

稲城市立稲城第一小学校 

 

6年 1～3組：92名 

小学 6年生を対象に租税教室を開催 

講師：山田部会長、小野澤監事、嘉新常任理事 

補佐：内田福部会長、小野澤監事、嘉新常任理事 

11 6月 14日 

稲城市立稲城第二小学校 

 

6年 1組 ：23名 

小学 6年生を対象に租税教室を開催 

講師：小野澤副部会長 

補佐：岡村副部会長、杉田常任理事 

12 2月 14日 

稲城市立城山小学校 

 

6年 2組 ：41名 

小学 6年生を対象に租税教室を開催 

講師：山田部会長 

補佐：小野澤監事 
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事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 

女性部会 

第 13回税に関する 

絵はがきコンクール 

応募期間 

7月～8月 
応募総数：405作品 

対象 日野、多摩、稲城市の小学生 

テーマ税金で作られている建物・施設、 

税金で購入されている物品、税金で行われ

ている仕事などを葉書に書いて応募 

2 

女性部会 

第 13回税に関する 

絵はがきコンクール選考会 

10月 6 日 
つむぎ館 

岩田会長 他 16名 

会長、女性部会担当副会長及び女性部会役

員にて優秀作品を選考 

税務署及び八王子都税事務所にて各賞を選考 

3 

女性部会 

第 13回税に関する 

絵はがきコンクール 

表彰式 

1月 10日 

京王プラザホテル八王子 

受賞者・保護者 ： 22名 

来賓 ： 12名 

会員 ：110名 

法人会長賞 ：稲城市立稲城第三小学校 

6年 門馬 雛子 様 

女性部会長賞 ：多摩市立多摩第一小学校 

6年 猿谷 莉桜 様 

日野税務署長賞 ：多摩市立多摩第一小学校 

6年 藤久保 毬 様 

八王子都税事務所長賞 ：日野市立日野第五小学校 

5年 志賀 広望 様 

入選 10作品 ：日野市立豊田小学校 

2年 竹下 真白 様 

 ：日野市立日野第五小学校 

3年 古口 初季 様 

 ：日野市立豊田小学校 

4年 芦田 紗英 様 

 ：日野市立仲田小学校 

6年 高山  優  様 

 ：日野市立南平小学校 

6年 夏目 輪那 様 

 ：多摩市立多摩第二小学校 

2年 池田 陽花 様 

 ：多摩市立多摩第一小学校 

6年 城所  舞  様  

 ：多摩市立多摩第一小学校 

6年 君島 理紗子 様 

 ：多摩市立多摩第一小学校 

6年 窪田 結衣 様 

 ：稲城市立若葉台小学校 

5年 高向 優那 様 

4 

女性部会 

第 13回税に関する 

絵はがきコンクール 

作品展示 

2月 26日 

～ 

3月 1 日 

イオンモール 

多摩平の森 3F 

イベントスペース 

入選作品及び 

日野地区全応募作品 

2月 16日 

～ 

3月 15日 

多摩市役所 

確定申告会場 

入選作品及び 

多摩地区全応募作品 

2月 16日 

～ 

3月 14日 

稲城市役所 

1階ロビー 

入選作品及び 

稲城地区全応募作品 

  



- 11 - 
 

3. 税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 

【税制改正要望運動報告】 

公益財団法人全国法人会総連合の 9 月 19 日開催理事会において、令和 6 年度税制改正

に関する提言が決議され、各政党及び関係機関にその実現を強く要望しました。 

 

公益財団法人全国法人会総連合 

 

令和 6 年度 税制改正に関する提言 

 

我が国の社会経済活動に大打撃を与えたコロナ禍はほぼ収束し、ロシアのウクラ

イナ侵攻などを背景とした急激な物価上昇も落ち着きを取り戻してきた。いまだ金

融政策は異次元緩和から脱却できないでいるが、我が国の経済財政運営は〝戦時〟

から〝平時〟のそれに切り替える段階に至ったといえよう。 

こうした中で「成長と分配の好循環」による「新しい資本主義」を掲げる岸田文雄

政権は新たに「異次元の少子化対策」を打ち出した。人口減少という社会課題の克服を

未来への投資と捉えた政策は重要といえるが、問題はその財源である。 

必要な追加予算額を今後３年間で３．５兆円としながら、その財源について消費税

を含め新たな税負担は考えず歳出改革などで確保するとしている。一体、どの歳出を

どう削減して財源を捻出するのか、具体論は先送りされた。 

財源の曖昧さは少子化対策に限ったことではない。防衛力の抜本強化では５年間で

総額４３兆円の防衛費を確保するとし、一部増税を含む具体的な財源を示した。しか

し、増税以外の財源が内包する問題を見逃してはならない。例えば決算剰余金の活用

であるが、これは景気などに大きく左右される。国家の根幹である防衛力を担うに足

る安定財源とはなり得ないであろう。 

このように歳出だけを先行させ、財源論を置き去りにする手法は財政規律を決定的

に毀損させかねない。まずは２０２５年度の基礎的財政収支（プライマリーバランス

＝ＰＢ）黒字化目標を確実に達成せねばならないが、その後の財政健全化の議論も並

行して開始する必要がある。その際には財政規律を確立するための新たな健全化目標

や実効性を担保できる財政運営手法が欠かせまい。 

コロナ対策で積みあがった国債の返済計画も忘れてはならない。先進国の多くはそ

の具体的な返済計画を実行に移し始めており、我が国だけがこれを封印したままでい

ることは許されない。 

また、地域経済や雇用の担い手である中小企業にはコロナ禍で体力を奪われ立ち直

れないところも少なくない。事業承継や導入された消費税のインボイス制度などへの

対応も合わせ、税財政上のきめ細かい支援が必要であろう。  
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【税制改正に関する要望書提出】 

衆議院議員宛要望書 

令和5年10月24日 

  衆議院議員 小田原  潔  様 

同   長 島 昭 久 様 

 

公益社団法人日野法人会 

会 長  岩 田 利 夫 

公益税制委員長 糟 谷 敏 美 

 

令和6年度税制改正に関する提言について 

 

平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

私ども法人会は、「税のオピニオンリーダー」として、企業の発展を支援し、地域の振

興に寄与し、国と社会の繁栄に貢献する経営者の団体です。 

本会では、毎年税制改正に関し、政府・政党・関係省庁等に対して建設的な意見を提言

しその実現を訴えており、本年も別添のとおり「令和６年度税制改正に関する提言」を取

りまとめました。 

つきましては、私どもの選挙区の代表である貴台に、この提言の実現のために格別のご

配慮を賜りますようお願い申し上げます。 

市長・議長宛要望書  

令和5年10月24日 

日野市長 様、多摩市長 様、稲城市長 様 

日野市議会議長 様、多摩市議会議長 様、稲城市議会議長 様  

公益社団法人日野法人会 

会 長  岩 田 利 夫 

公益税制委員長 糟 谷 敏 美 

 

令和6年度税制改正に関する提言について 

 

平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

私ども法人会は、「税のオピニオンリーダー」として、企業の発展を支援し、

地域の振興に寄与し、国と社会の繁栄に貢献する経営者の団体です。 

本会では、毎年税制改正に関し、政府・政党・関係省庁等に対して建設的な意

見を提言しその実現を訴えており、本年も別添のとおり「令和６年度税制改正に

関する提言」を取りまとめました。 

つきましては、提言の趣旨を充分にお汲み取りいただき、その実現に格別のご

配慮を賜りますようお願い申し上げます。 
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【法人会の税制改正に関する提言の主な実現事項】 
 

令和６年度税制改正では、賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担を緩和し、
物価上昇を十分に超える持続的な賃上げが行われる経済の実現を目指す観点から、所得
税・個人住民税の定額減税の実施や、賃上げ促進税制の強化等が行われました。また、資
本蓄積の推進や生産性の向上により、供給力を強化するため、戦略分野国内生産促進税制
やイノベーションボックス税制が創設され、スタートアップ・エコシステムの抜本的強化
のための措置が講じられました。加えて、グローバル化を踏まえてプラットフォーム課税
の導入等が行われるとともに、地域経済や中堅・中小企業の活性化等の観点から、事業承
継税制の特例措置に係る計画提出期限の延長や外形標準課税の適用対象法人の見直し等が
行われました（令和６年度税制改正大綱より）。 

法人会では、昨年９月に「令和６年度税制改正に関する提言」を取りまとめ、その
後、政府・政党・地方自治体等に提言活動を積極的に行ってまいりました。今回の改
正では、中小企業向け税制措置の適用期限延長、事業承継税制の特例承継計画提出期
限延長等、法人会の提言事項の一部が盛り込まれ、以下のとおり実現する運びとなり
ました。 

 

[法人課税] 

1. 中小企業向け賃上げ促進税制 

法人会提言 改正の概要 

・中小企業向け賃上げ促進税制につ

いては、適用期限が令和６年３月

末日までとなっていることから、

その延長を求める。 

・中小企業向けの措置について、教育訓練費

に係る税額控除率の上乗せ措置は教育訓

練費の増加割合が５％以上等である場合

に適用できることとし、くるみんやえるぼ

し（２段階目）以上の認定を受けた場合に

税額控除率５％を加算する措置を加え、５

年間の繰越控除制度が設けられた上で、適

用期限が３年延長されました。 

 

2. 交際費課税 

法人会提言 改正の概要 

・交際費課税の特例措置について

は、適用期限が令和６年３月末日

までとなっていることから、その

延長を求める。 

・交際費等の範囲から除外される一定の飲食

費に係る金額基準が１人当たり５，０００

円以下から１万円以下に引き上げられま

した。また、中小法人の特例措置に係る適

用期限が３年間延長されました。 

 

3. 中小企業の技術革新など経済活性化に資する措置 

法人会提言 改正の概要 

・少額減価償却資産の取得価額の損

金算入の特例措置については、損

金算入額の上限（合計３００万円）

を撤廃し全額を損金算入とする。

なお、それが直ちに困難な場合は、

令和６年３月末日となっている適

用期限を延長する。 

・中小企業の少額減価償却資産の特例につ

いて適用期限が２年間延長されました。 
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4. 中小企業等の設備投資支援措置 

法人会提言 改正の概要 

・「カーボンニュートラルに向けた

投資促進税制」は、令和６年３月末

日が適用期限となっていることか

ら、適用期限を延長する。 

・カーボンニュートラルに向けた投資促進税

制について、中小企業者が適用を受けた場

合の税額控除率が見直された上で、適用期

限が２年間延長されました。 

 

[事業承継税制] 

1. 相続税、贈与税の納税猶予制度 

法人会提言 改正の概要 

・特例承継計画の提出期限は１年間

延長され、令和６年３月末日まで

となっているが、コロナ禍からの

完全回復には時間がかかるうえ、

エネルギー価格が高止まりしてい

るなど、中小企業を取り巻く環境

は依然厳しい状況にある。特例承

継計画の提出期限等の延長を求め

る。 

・法人版事業承継税制の特例措置について、

特例承継計画の提出期限が２年間延長さ

れました。 

 

[その他] 

1. 森林環境税 

法人会提言 改正の概要 

・令和６年度から施行される森林環

境税について、現在、先行して別の

財源を使って地方自治体に配分

（令和５年度は５００億円）され

ているが、その半分が使い残され

基金として積み立てられていると

の指摘がある。これでは税が有効

に活用されているとは言い難く、

配分方法のあり方など、制度自体

を抜本的に見直すべきである。 

・森林環境譲与税に係る譲与基準について、

「私有林人工林面積」の譲与割合を５.５

割（改正前:５割）、「人口」の譲与割合を

２.５割（改正前:３割）とする見直しが行

われました。 
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【法人会全国大会への参加】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 
第 39回法人会全国大会 

「群馬大会」 
10月 18日 

高崎芸術劇場 

糟谷委員長 他 1名 

・ウェルカムコンサート 

・記念講演 

演題：好機到来 

講師：日本通信株式会社代表取締役社長 

公立大学法人前橋工科大学理事長 

福田 尚久 氏 

・式典 

・懇親会 

 

 

【全国青年の集いへの参加】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 

第 37回法人会 

全国青年の集い 

「山形大会」 

11月 9 日 
やまぎん県民ホール 

山田部会長 

・租税教育プレゼンテーション 

・健康経営大賞 

・懇親会 

11月 10日 

ホテルメトロポリタン山形 

やまぎん県民ホール 

 

山田部会長 他 15名 

(岩田会長参加) 

・部会長サミット 

・会員交流分科会 

・記念公演 

演題：自らリスクを取って挑戦する。 

だからこそ価値がある。 

講師：ヤマガタデザイン株式会社 

代表取締役 山中 大介 氏 

・大会式典 

 

【全国女性フォーラムへの参加】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 
第 17回法人会全国女性 

フォーラム「愛媛大会」 
4月 13日 

アイテム愛媛 

小礒部会長 他 5名 

・記念公演 

演題：句会ライブ 

講師：俳人 夏井 いつき 氏 

・大会式典 

・懇親会 
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4. 地域企業の健全な発展に資する事業 

【本部関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 
オンラインセミナー 
簿記入門講座 

7月 6 日 
(2週間) 

オンラインセミナー 
12名 

簿記入門講座 
講師 税理士 松本  勝  氏 

2 
オンラインセミナー 
電子帳簿保存法 

8月 31日 
(2週間) 

オンラインセミナー 
7名 

簿記入門講座 
講師 税理士 牧野 崇代 氏 

3 
オンラインセミナー 
初めての経理実務 

9月 28日 
(4週間) 

オンラインセミナー 
12名 

初めての経理実務 
講師 税理士 信澤 奈津美 氏 

4 
オンラインセミナー 
給与計算 

2月 1 日 
(3週間) 

オンラインセミナー 
12名 

初めての経理実務 
講師 税理士 大里 香織 氏 

5 

労働セミナー 
(主催：東京都労働相談情報
センター多摩事務所との共
催で開催) 

7月 14日 
7月 20日 

労働相談情報センター多摩事務所 
41名 

企業に求められる LGBTQ＋への理解と対応 
～誰もが働きやすい職場づくりのために～ 
講師 弁護士 森 伸恵 氏 

6 
11月 16日 
11月 30日 

労働相談情報センター多摩事務所 
32名 

非正規労働者の雇用管理と法的ルール 
～多様化する働き方と法規制の方向～ 
講師 法政大学法学部講師 山本 圭子 氏 

7 
12月 5 日 
12月 19日 

労働相談情報センター多摩事務所 
51名 

徹底解説！近時注目の労働関連裁判と実務 
講師 弁護士 神内 伸浩 氏 

8 
1月 17日 
1月 19日 

労働相談情報センター多摩事務所 
64名 

ハラスメント発生時に企業が取るべき対応と
再発防止策 
講師 弁護士 小鍛冶 広道 氏 

 

【地区支部関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 
日野地区 
日帰りバス研修 

3月 6 日 
東京外郭放水路 他 

23名 
・東京外郭放水路、スカイツリー見学 

2 
多摩地区 
日帰りバス研修 

10月 19日 
造幣局さいたま支局 他 

19名 
・造幣局さいたま支局見学 
・小江戸川越街並み散策 

3 
稲城地区 
日帰りバス研修 

10月 26日 
山下公園 他 

19名 
・山下公園（バラ園）の見学 
・都市型ロープウェイ(AIRCHABIN)搭乗 

 

【部会関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 
青年部会 
経営セミナー 

3月 19日 
つむぎ館 
25名 

新 NISAの仕組みと投資信託の基本 
講師 多摩信用金庫 小菅 広樹 氏 

2 
女性部会 
一泊見学研修会 

10月 29日 
30日 

福島いわき市方面 
24名 

・ひたち海浜公園 
・国宝白水阿弥陀堂 
・アクアマリンふくしま 

3 
源泉部会 
テーマ別研修会 

10月 11日 
つむぎ館 
18名 

社会保険・労働保険の基礎講座 
講師 特定社会保険労務士 菅沼 真奈美 氏 
共催 東京都労働相談情報センター多摩事務所 

4 
源泉部会 
テーマ別研修会 

2月 8 日 
関戸公民館 

 7名 
社会保険、労働保険の手続きについて 
講師 特定社会保険労務士 菅沼 真奈美 氏 
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5. 地域社会への貢献を目的とする事業 

【ＣＯ2 削減への取り組み】 

〇東京都 中小規模事業所対象「地球温暖化対策報告書制度」への取り組み 

東京都並びに一般社団法人東京法人会連合会と連携して実施した。 

・エネルギー使用量（電気・ガス・水道）やＣＯ2排出量などの継続的な把握 

・地球温暖化対策（省エネ）の実施状況のチェック 

対象期間     令和 4年 4月 1日～令和 5 年 3月 31日の 1年間の排出量 

報告書提出企業数 103件（前年度 105件） 

 

 

令和 5年度提出企業 五十音順 
 

(有)アイグラン 

(株)朝倉組 

朝日運輸(株) 

(株)アド・スクリーンサービス 

(株)飯島不動産 

(有)岩田建設 

(有)エトバスノイエス 

(有)オウショウ建設 

大石建設(株) 

(株)大木不動産 

(株)大谷商店 

(株)大塚設備 

(株)オネストプラス 

(株)加藤鉄建 

(株)協栄土木設備 

(株)クレセント多摩 

京桜商事(株) 

京王レクリエーション(株) 

(有)小礒商事 

(株)興進 

(有)コスモス 

(株)サービスエース 

桜建設(株) 

(株)櫻設備 

桜総合管理(株) 

(有)櫻間工務店 

三恭東和精機(株) 

(株)三翔設備工業 

(有)三多摩造園 

(株)三和塗建 

ＧＣ(株) 

システム印刷(株) 

(株)清水材木店 

(医)社団貝取内田医院 

(医)社団清愛会七生病院 

(株)スミカワ ADD 

(株)セレモニー小峰 

(有)高田工務店 

(有)滝瀬商店 

(株)多摩朝日折込広告社 

(有)多摩クレイドゥル 

多摩電気工事(株) 

(株)多摩ニュータウンサービス 

(株)タマフレンド 

(有)タマヤ洋品店 

中央企画(株) 

中央殖産(株) 

千代田運輸(株) 

塚田設備(株) 

(株)鶴牧ガーデンズ 

(有)ティーアンドケイ 

デジタル産業(株) 

(株)東光工業 

(株)東新精機 

(株)東和 

藤和通信工業(株) 

(株)トシ・コーポレーション 

都民交通事業(株) 

(有)永山石油 

(株)楢原 

(有)西東京電機 

西野土建(有) 

(株)西ビル管理 

(株)日東鑿井工業所 

(株)日本住設 

(株)野村商事 

(株)ノムラ薬局 

八福商事(株) 

(株)馬場製作所 

(株)早川ダット工場 

(一社)日野青色申告会 

(株)日野環境保全 

日野金属産業(株) 

(株)日野市企業公社 

(有)平尾運輸 

(株)平野 

福井商事(有) 

富士電気工業(株) 

(有)藤不動産 

ＰＲＯＳＩＴ ＫＵＲＡＢＡＹＡＳＨＩ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ 

(株)ベルハート・エール 

(有)保険のイッツ 

(有)星電気 

(株)マイハウス 

丸石産業(有) 

南観光交通(株) 

武蔵テクノ(株) 

(有)明装ビルサービス 

(株)百草造園 

(株)守重建設 

(有)山﨑金型製作所 

山田設備工業(株) 

山芳木材(株) 

(株)ゆうゆうツーリスト 

(株)吉田工務店 

利研刃物(株) 

(株)リビングステージ 

(有)リファイン 

(有)麗美装 

ロンチー技術開発(有) 

和光電材(株) 

(有)渡辺管工 

(公社)日野法人会事務局 
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【節電の取り組みと啓発活動】 

〇全法連女性部会連絡協議会「いちごプロジェクト」への取り組み 

対象期間 7月～8月及び、12月～2月 

委員会、研修会等の機会にパンフレットを配布し節電を呼び掛けた。 

ホームページ上で全法連サイトへリンクし広く周知を行った。 

 

【本部関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 新春講演会 1月 10日 
京王プラザホテル八王子 

131名 

演題：人生マウンテン(山)あり 

バレー(谷)あり 

講師：タレント、俳優、茶人 

ルー 大柴 氏 

2 
「税を考える週間」協賛 

日野税務署長講演会 
12月 5 日 

関戸公民館 

43名 

演題：前任署「宇和島」の思い出 

講師：日野税務署長 斉藤彰氏 

 

【部会関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 女性部会講演会 5月 15日 
京王クラブ 

24名 

演題：意外と知らない上手な眠りと下手な眠り 

講師：東洋羽毛工業 梅田健次 氏 

 

 

 

【地区関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 日野市長講演会 市長スケジュールが取れず未開催 

2 多摩市長講演会 2月 22日 
ココリアホール 

33名 

演題：多摩市の未来 

-天候危機、人口減少に立ち向かう- 

講師：多摩市長 阿部 裕行 氏 

3 稲城市長講演会 市長スケジュールが取れず未開催 
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6. 会員の交流に資する事業 

【本部事業】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 
第 23回会員交流 

チャリティーゴルフ大会 
10月 3 日 

桜ケ丘カントリー

クラブ 

73名 

チャリティー金額総額\84,000 は管内の社

会福祉協議会へ贈呈（@28,000） 

2 会員交流ボウリング大会 11月 16日 
永山コパボウル 

37名 
新入会員を主対象としたボウリング大会 

3 新年賀詞交歓会 1月 10日 

京王プラザホテル多摩 

155名 

（来賓 39名） 

新年賀詞交歓会 

 

 

【部会関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 
青年部会 

会員交流会 
12月 13日 

マドレ 

28名 
年末会員交流会 

2 

女性部会 

会員交流会 

手作り味噌体験 

2月 7 日 
稲城市地域振興プラザ 

20名 
手作り味噌体験 

3 

源泉部会 

役員交流ゴルフ 

7月 19日 
西武園ゴルフ場 

8名 

役員交流ゴルフ会 4 11月 7 日 
青梅ゴルフクラブ 

6名 

5 3月 14日 
久邇カントリークラブ 

8名 

 

 

【支部関係】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 
日野地区第 1支部 

会員交流会 
11月 26日 

鶯啼庵 

18名 
会員交流会 

2 
日野地区第 6支部 

会員交流ゴルフ大会 
10月 17日 

武蔵野ゴルフクラブ 

12名 
会員交流会ゴルフ大会 

3 
多摩地区第 1支部 

交流会 
2月 8 日 

LATTE GRAPHIC 

27名 
会員交流会 

4 
多摩地区第 1支部 

会員交流ゴルフ大会 
3月 6 日 武蔵野ゴルフクラブ 降雪により延期⇒5/15 

5 
多摩地区第 3支部 

交流会 
9月 15日 

かごの屋多摩センター駅前店 

31名 
会員交流会 
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7. 会員の福利厚生等に資する事業 

【生活習慣病健康診断】 提携先 一般財団法人全日本労働福祉協会 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
受診者 

1 

生活習慣病健康診断 

7月 18日 
パルテノン多摩 

20名 

経営者、従業員、家族などを対象に、一日人間
ドック形式による生活習慣病健康診断を実施
した。 

 

2 7月 27日 
日野市南平体育館 

33名 

3 12月 6 日 
パルテノン多摩 

8名 

4 12月 5 日 
日野市南平体育館 

18名 
 
【厚生制度受託会社との推進会議】 

事業名称 開催日 
会場 

主な内容 
出席者 

1 福利厚生制度推進連絡協議会 7月 24日 
京王クラブ 

41名 
福利厚生制度の現状と今後の推進策 

2 大型保障制度懇談会 12月 18日 
京王クラブ 

48名 
大型保障制度の現状と今後の推進策 

 
【各種福利厚生制度の現況】 厚生制度受託会社 大同生命保険株式会社／ＡＩＧ損害保険株式会社 

アフラック生命保険株式会社 

種   類 内  容 R5.4.1 R6.3.31 増  減 

経営者大型保障制度 
（大同生命・ＡＩＧ） 

加入法人数 
加入件数 

215社 
758件 

212社 
802件 

△3社 
44件 

終身保障プラン（大同生命） 件 数 8社 8社 － 

年金共済制度 
（大同生命） 

経営者年金コース 5社 
8件 

5社 
8件 

5社 
7件 

－ 
△1件 

税制適格コース － 
1口 

－ 
1口 

－ 
1口 

－ 
－ 

個人年金（大同生命） 件 数 14件 11件 △3件 

がん保険制度（アフラック） 加入法人数 
加入件数 

182社 
457件 

169社 
443件 

△13社 
△14件 

痴呆介護保険制度（アフラック） 加入法人数 
加入件数 

10社 
11件 

10社 
13件 

－ 
2件 

医療保険制度（アフラック） 加入法人数 
加入件数 

98社 
233件 

94社 
240件 

△4社 
7件 

ＷＡＹＳ等（アフラック） 
加入法人数 
加入件数 

15社 
24件 

13社 
21件 

△2社 
△3件 

ビジネスガード（ＡＩＧ） 加入法人数 204社 213社 9社 

東法連特定退職金共済制度（大同生命） 加入法人数 
加入口数 

63社 
715口 

57社 
691件 

△6社 
△24口 

 
【その他】 

(1) 一般財団法人全日本労働福祉協会「生活習慣病健診」の推奨 
(2) 日野法人会「PET-CTがん検診」制度の推奨(提携先 社会医療法人財団大和会 武蔵村山病院) 
(3) 日野市立病院「企業健康診断制度」の推奨 
(4) 医療法人社団めぐみ会「人間ドック制度」の推奨 
(5) 株式会社セレモア「葬祭サービス団体割引制度」の推奨 
(6) 日野法人会優待割引施設の推奨 

サンリオピューロランド、よみうりランド、ホテル春日居、セレモア、 
飛鳥ドライビングカレッジ日野、マジオドライバーズスクール多摩校、 
スポーツジム「メガロス」、藤田観光リゾート施設、東法連提携施設 

(7) 全法連発行図書の斡旋配布 
(8) 東法連指定旅館利用の斡旋・推奨 
(9) 東法連リゾート施設「ラフォーレクラブ」利用の斡旋・推奨 
(10) 東法連リゾート型プリンスホテル優待割引制度の推奨 
(11) 東法連ホームセキュリティー制度の推奨  
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8. その他法人の目的を達成するための事業 

【第 13 回通常総会】 

開催日 主な議題 
会 場 

出席者 

 5月 30日 

・令和 4年度事業報告承認の件 

・令和 4年度収支決算報告承認の件 

・監査報告 

・任期満了に伴う理事・監事選任 

・令和 5年度事業計画、収支予算 

京王プラザホテル八王子 

82名 

(委任状:631名) 

 

【理事会】 

開催日 主な議題 
会 場 

出席者 

第 1回 

 

 4月 25日 

・令和 4年度事業報告について 

・令和 4年度収支決算報告について 

・任期満了に伴う理事・監事の選任について 

・第 13回通常総会について 

・支部再編成に伴う支部役員について 

パルテノン多摩 

35名 

臨時理事会 

 5月 30日 
・代表理事、業務執行理事の選任について 

京王プラザホテル八王子 

38名 

第 2回 

 6月 27日 

・第 13回通常総会収支決算について 

・親と子の税金教室収支決算について 

・租税教育イベント「サンリオピューロランド」について 

関戸公民館 

38名 

第 3回 

 

 7月 24日 

・租税教育イベント「サンリオピューロランド」について 

・会員交流チャリティーゴルフ大会について 

・新入会員名刺交換会について 

・今後の事業運営について 

京王クラブ 

35名 

第 4回 

 9月 26日 

・租税教育イベント「サンリオピューロランド」収支決算

について 

・魅力化推進会議の検討事項について 

・今後の事業運営について 

関戸公民館 

35名 

第 5回 

12月 18日 

・会費の改定について 

・令和 5年度事業計画(案)・収支予算(案)原案について 

・広報誌の改定について 

・今後の事業運営について 

京王クラブ 

36名 

第 6回 

 2月 21日 

・新春講演会、賀詞交歓会収支決算報告について 

・租税教育イベント「よみうりランド」について 

・今後の事業運営について 

関戸公民館 

34名 

第 7回 

 

 3月 26日 

・令和 6年度事業計画(案)について 

・令和 6年度収支予算(案)について 

・令和 6年度資金調達及び設備投資への見込みについて 

関戸公民館 

36名 
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【常任理事会】 

開催日 主な議題 
会 場 

出席者 

第 1回 

 

 4月 25日 

・令和 4年度事業報告について 

・令和 4年度収支決算報告について 

・任期満了に伴う理事・監事の選任について 

・第 13回通常総会について 

・支部再編成に伴う支部役員について 

パルテノン多摩 

15名 

第 2回 

 6月 27日 

・第 13回通常総会収支決算について 

・親と子の税金教室収支決算について 

・租税教育イベント「サンリオピューロランド」について 

関戸公民館 

15名 

第 3回 

 

 7月 24日 

・租税教育イベント「サンリオピューロランド」について 

・会員交流チャリティーゴルフ大会について 

・新入会員名刺交換会について 

・今後の事業運営について 

京王クラブ 

12名 

第 4回 

 9月 26日 

・租税教育イベント「サンリオピューロランド」収支決算に

ついて 

・魅力化推進会議の検討事項について 

・今後の事業運営について 

関戸公民館 

13名 

第 5回 

12月 18日 

・会費の改定について 

・令和 5年度事業計画(案)・収支予算(案)原案について 

・広報誌の改定について 

・今後の事業運営について 

京王クラブ 

13名 

第 6回 

 2月 21日 

・新春講演会、賀詞交歓会収支決算報告について 

・租税教育イベント「よみうりランド」について 

・今後の事業運営について 

関戸公民館 

14名 

第 7回 

 

 3月 26日 

・令和 6年度事業計画(案)について 

・令和 6年度収支予算(案)について 

・令和 6年度資金調達及び設備投資への見込みについて 

関戸公民館 

14名 

 

【監査会】 

開催日 主な議題 
会 場 

出席者 

 4月 19日 監査会 

法人会事務局 

飯島総務委員長 

飯作監事、疋田監事 
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【正副会長・委員長会】 

開催日 主な議題 
会 場 
出席者 

第 1回 
 

 4月 12日 

・令和 4年度事業報告、収支決算について 
・第 13回通常総会について 
・委員会編成について 
・各支部報告会について 
・今後の運営について 

多摩カルチャーセンター 
高幡不動教室 

 
10名 

第 2回 
 

 5月 17日 

・第 13回通常総会について 
・今後の運営について 

多摩カルチャーセンター 
高幡不動教室 

 
12名 

第 3回 
(兼実行委員会) 
 6月 13日 

・第 13回通常総会収支決算について 
・親と子の税金教室収支決算について 
・租税教育事業「サンリオピューロランド」について 
・今後の運営について 

多摩カルチャーセンター 
高幡不動教室 

 
15名 

第 4回 
(兼実行委員会) 
 7月 11日 

・租税教育事業「サンリオピューロランド」について 
・今後の運営について 

多摩カルチャーセンター 
高幡不動教室 

 
13名 

第 5回 
(兼実行委員会) 
 8月 3 日 

・租税教育事業「サンリオピューロランド」について 
・魅力化推進会議の検討事項について 
・今後の運営について 

多摩カルチャーセンター 
高幡不動教室 

 
14名 

第 6回 
 

 9月 12日 

・租税教育事業「サンリオピューロランド」収支決算について 
・魅力化推進会議検討事項について 
・新入会員名刺交換会について 
・KAOFES2023について 
・今後の運営について 

多摩カルチャーセンター 
高幡不動教室 

 
11名 

第 7回 
 

10月 11日 

・魅力化推進会議検討事項について 
・会費の改定について 
・事務局体制の検討について 
・会員交流チャリティゴルフ収支決算について 
・今後の運営について 

多摩カルチャーセンター 
高幡不動教室 

 
10名 

第 8回 
 

11月 14日 

・会費の改定について 
・令和 6年度事業計画予算について 
・新春講演会について 
・税務署長講演会について 
・新入会員名刺交換会収支決算について 
・今後の運営について 

多摩カルチャーセンター 
高幡不動教室 

 
11名 

第 9回 
 

12月 12日 

・会費の改定について 
・令和 6年度事業計画予算について 
・広報誌改定について 
・魅力化推進会議の検討事項について 
・今後の運営について 

多摩カルチャーセンター 
高幡不動教室 

 
8名 

第 10回 
 

 1月 19日 

・税金ウォークラリー 
・事務局の勤務体制について 
・魅力化推進会議の検討事項について 
・今後の運営について 

多摩カルチャーセンター 
高幡不動教室 

 
11名 

第 11回 
 

 2月 14日 

・全法連、東法連功労者の推薦について 
・新春講演会賀詞交歓会の収支決算について 
・魅力化推進会議の検討事項について 
・今後の運営について 

多摩カルチャーセンター 
高幡不動教室 

 
8名 

第 12回 
 

 3月 12日 

・令和 6年度事業計画、収支予算について 
・事務局勤務体制について 
・行政各種団体との連絡協議会について 
・役員人事について 
・今後の運営について 

多摩カルチャーセンター 
高幡不動教室 

 
10名 
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【新入会員名刺交換会】 

開催日 主な議題 
会 場 
出席者 

10月 20日 ・名刺交換及び交流会 
京王クラブ 

68名 

 

【委員会】 

開催日 主な議題 
会 場 

出席者 

総務委員会 
第 1回 

 4月 20日 

・令和 4年度事業報告、収支決算について 
・通常総会次第及び役割分担について 

法人会事務局 
9名 

総務委員会 
第 2回 

10月 2 日 

・令和 6年度事業の(大綱)について 
・会費改定について 
・事務局の体制について 

法人会事務局 
9名 

総務委員会 
第 3回 

12月 4 日 

・令和 6年度事業計画、収支予算(案)について 
・会費改定について 

法人会事務局 
8名 

総務委員会 
第 4回 

 3月 4 日 

・令和 6年度事業計画、収支予算(案)について 
・役員人事について 

法人会事務局 
8名 

公益税制委員会 
第 1回 

 4月 6 日 

・令和 6年度税制改正提言について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
9名 

公益税制委員会 
第 2回 

 4月 27日 

・令和 6年度税制改正提言について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
8名 

公益税制委員会 
第 3回 

 7月 13日 

・令和 6年度税制改正提言について 
・自主点検チェックシートについて 
・新春講演会講師選定について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
9名 

公益税制委員会 
正副委員長会 
 8月 8 日 

・法人会全国大会「群馬」について 
・新春講演会講師選定について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
4名 

公益税制委員会 
第 4回 

 9月 21日 

・法人会全国大会「群馬」について 
・新春講演会講師選定について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
8名 

公益税制委員会 
第 5回 

10月 30日 

・令和 6年度税制改正提言について 
・新春講演会について 
・令和 6年度事業計画(案)について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
6名 

公益税制委員会 
正副委員長会 
 2月 26日 

・令和 7年度税制改正提言(たたき台)について 
・委員会スケジュールについて 
・法人会全国大会「鹿児島」について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
4名 

広報委員会 
第 1回 

 4月 18日 

・広報第 203号（3.4月号）の反省について 
・広報第 204号（5.6月号）の発行について 
・年間発行計画について 

法人会事務局 
8名 

広報委員会 
第 2回 

 6月 12日 

・広報第 204号（5.6月号）の反省について 
・広報第 205号（7.8月号）の発行について 

法人会事務局 
4名 

広報委員会 
第 3回 

 8月 21日 

・広報第 205号（5.6月号）の反省について 
・広報第 206号（7.8月号）の発行について 
・広報戦略の検討について 

法人会事務局 
5名 

広報委員会 
第 4回 

10月 16日 

・広報第 206号（9.10月号）の反省について 
・広報第 207号（11.12月号）の発行について 
・広報誌改定イメージについて 
・新春放談ゲストについて 

法人会事務局 
5名 
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開催日 主な議題 

会 場 

出席者 

広報委員会 
第 5回 

12月 11日 

・広報第 207号（11.12月号）の反省について 
・広報第 208号（1.2月号）の発行について 
・広報誌改定案について 

法人会事務局 
5名 

広報委員会 
第 6回 

 1月 24日 

・広報誌リニューアル打合せ 
・編集内容について 
・記事募集要領について 

法人会事務局 
7名 

広報委員会 
第 7回 

 2月 14日 

・広報第 208号（1.2月号）の反省について 
・広報第 209号（3.4月号）の発行について 
・今後の委員会開催について 

法人会事務局 
10名 

広報委員会 
正副委員長会 
3月 18日 

・広報第 210号（5.6月号）の編集概要について 法人会事務局 
7名 

研修厚生委員会 
第 1回 

 4月 22日 

・担当事業の具体化について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
7名 

研修厚生委員会 
第 2回 

 9月 22日 

・会員交流チャリティーゴルフについて 
・新入会員名刺交換会について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
7名 

研修厚生委員会 
第 3回 

11月 2 日 

・会賀詞交歓会について 
・令和 6年度事業計画(案)について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
7名 

組織委員会 
第 1回 

 4月 24日 

・担当事業の具体化について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
7名 

組織委員会 
第 2回 

 5月 22日 

・新入会員名刺交換会について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
6名 

組織委員会 
第 3回 

 6月 20日 

・新入会員名刺交換会について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
7名 

組織委員会 
第 4回 

 8月 22日 

・新入会員名刺交換会について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
5名 

組織委員会 
第 5回 

 9月 19日 

・新入会員名刺交換会について 
・組織委員会主催交流会について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
7名 

組織委員会 
第 6回 

10月 24日 

・新入会員名刺交換会の反省について 
・会員交流ボウリング大会について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
7名 

組織委員会 
第 7回 

11月 2 日 

・会員交流ボウリング大会について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
6名 

新入会員名刺交換会 
実行委員会 
 7月 12日 

・新入会員名刺交換会について 
・具体的運営について 

法人会事務局 
6名 

新入会員名刺交換会 
実行委員会 
 8月 9 日 

・新入会員名刺交換会について 
・具体的運営について 

法人会事務局 
5名 

魅力化推進会議 
第 1回 

 6月 30日 
・今後の検討事項について 

法人会事務局 
3名 

魅力化推進会議 
第 2回 

 8月 9 日 

・団体名称の検討について 
・政治団体の検討について 
・今後の検討事項について 

法人会事務局 
4名 

魅力化推進会議 
第 3回 

 9月 29日 

・団体名称の検討について 
・政治団体の検討について 
・今後の検討事項について 

法人会事務局 
5名 

魅力化推進会議 
第 4回 

 3月 14日 

・団体名称の検討について 
・政治団体の検討について 
・今後の検討事項について 

法人会事務局 
4名 
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【支部報告会】 
支部名 開催日 会  場 出席者 開催形式 

日野地区 5月 12日 すしおおまさ 16名 
合同開催 

（支部長会） 

多摩地区 5月 19日 永山情報教育センター 23名 合同開催 

稲城地区 5月 18日 稲城市地域振興プラザ会議室 26名 合同開催 

 

【地区・支部役員会】 

地区・支部名 開催日 主な議題 会 場 

日野地区支部長会 12月 12日 ・今後の地区運営について すしおおまさ 

日野地区第 1支部 
役員会 6月 22日 ・今後の支部運営について リバーサイド 

日野地区第 1支部 
役員会 

8月 22日 
・税務研修会について 
・交流事業について 
・今後の支部運営について 

㈱早川ダット工場会議室 

日野地区第 1支部 
役員会 9月 12日 

・税務研修会について 
・交流事業について 
・今後の支部運営について 

㈱早川ダット工場会議室 

日野地区第 2支部 
役員会 7月 27日 

・税務研修会の開催について 
・交流事業の開催について 
・今後の支部運営について 

ひのっこ 

日野地区第 2支部 
役員会 1月 23日 ・今後の支部運営について 誠 

日野地区第 6支部 
役員会 8月 21日 ・今後の支部運営について 焼肉ダイニング IBUKI 

多摩地区役員会 

5月 10日 ・報告会について 
・今後の運営について つむぎ館 

6月 21日 ・今後の運営について つむぎ館 

7月 25日 ・日帰り研修について 
・今後の運営について つむぎ館 

12月 7 日 ・今後の運営について つむぎ館 

1月 22日 ・市長講演会について 
・報告会について つむぎ館 

多摩地区第 1支部 
役員会 

5月 8 日 ・今後の運営について 来魚 

多摩地区第 1支部 
役員会 8月 31日 ・税務研修会について 

・今後の運営について 目利きの銀二 

多摩地区第 1支部 
役員会 1月 19日 ・税務研修会について 

・今後の運営について 三太 

多摩地区第 2支部 
役員会 

7月 10日 ・今後の運営について (株)朝倉組会議室 

多摩地区第 3支部 
役員会 7月 4 日 ・今後の運営について デニーズ多摩センター店 

多摩地区第 3支部 
役員会 1月 19日 ・今後の運営について デニーズ多摩センター店 

多摩地区第 4支部 
役員会 

11月 10日 ・今後の運営について すし屋銀蔵グリナード永山店 

稲城地区役員会 

4月 20日 ・報告会について 
・今後の運営について 

稲城市中央公民館 

6月 23日 ・今後の運営について 稲城市中央公民館 

7月 27日 ・日帰りバス研修について 
・今後の運営について ココス稲城店 

3月 14日 ・今後の運営について 稲城市中央公民館 
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【部会報告会】 

部会名 開催日 主な議題 
会 場 

出席者 

青年部会 5月 24日 
・令和 4年度事業報告、収支決算報告について 
・令和 5年度事業計画、収支予算について 

永山情報教育センター 
36名 

女性部会 5月 11日 
・令和 4年度事業報告、収支決算報告について 
・令和 5年度事業計画、収支予算について 

つむぎ館 
23名 

源泉部会 5月 12日 
・令和 4年度事業報告、収支決算報告について 
・令和 5年度事業計画、収支予算について 

京王クラブ 
12名 

 

【部会役員会】 

部会名 開催日 主な議題 
会 場 

出席者 

青年部会 
理事会 

4月 7 日 
・任期満了に伴う役員改選について 
・令和 4年度事業報告、決算について 
・令和 5年度事業計画、予算について 

つむぎ館 
17名 

青年部会 
理事会 

12月 13日 

・全国大会収支決算報告について 
・ちびっ子宇商店街収支決算報告について 
・令和 6年度事業計画、予算の概要について 
・今後の運営について 

つむぎ館 
17名 

青年部会 
 

正副部会長会 

4月 5 日 
・今後の運営について 
・報告会について 

法人会事務局 
7名 

5月 16日 
・今後の運営について 
・親と子の税金教室について 

法人会事務局 
8名 

6月 23日 
・講師育成セミナーについて 
・全国青年の集い「山形大会」について 
・今後の運営について 

カジャ 
7名 

7月 11日 
・交流事業について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
8名 

8月 2 日 
・今後の運営について 
・全国青年の集い「山形大会」について 

法人会事務局 
5名 

9月 12日 
・今後の運営について 
・全国青年の集い「山形大会」について 

法人会事務局 
9名 

10月 4 日 
・今後の運営について 
・全国青年の集い「山形大会」について 

法人会事務局 
8名 

11月 1 日 
・今後の運営について 
・全国青年の集い「山形大会」について 

法人会事務局 
11名 

12月 8 日 
・今後の部会運営について 
・理事会、交流会について 

法人会事務局 
7名 

1月 17日 ・今後の部会運営について 
法人会事務局 

9名 

2月 14日 
・経営セミナーについて 
・今後の部会運営について 

法人会事務局 
9名 

3月 12日 
・経営セミナーについて 
・理事会、報告会について 

法人会事務局 
9名 

青年部会 
研修委員会 

租税教室推進委員会 
7月 6 日 

・租税教室について 
・ちびっ子商店街について 

法人会事務局 
10名 

青年部会 
研修委員会 

7月 25日 ・ちびっ子商店街について 
法人会事務局 

5名 
青年部会 
研修委員会 

8月 10日 ・ちびっ子商店街について 
法人会事務局 

5名 
青年部会 
研修委員会 

9月 27日 ・ちびっ子商店街について 
法人会事務局 

7名 
青年部会 
研修委員会 

11月 6 日 ・ちびっ子商店街の総括について 
法人会事務局 

5名 
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部会名 開催日 主な議題 
会 場 

出席者 

女性部会 
理事会 

4月 24日 
 

・報告会について 
つむぎ館 
21名 

7月 14日 
・見学研修会について 
・サンリオイベント協力について 

つむぎ館 
19名 

女性部会 
 

正副部会長会 

6月 21日 
・絵はがきコンクール準備作業について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
7名 

11月 28日 
・税務署長講演会について 
・絵はがきコンクール表彰式について 
・今後の運営について 

法人会事務局 
6名 

3月 18日 
・報告会について 
・今後の運営について 

かごの屋多摩センター駅前店 
7名 

女性部会 
総務委員会 

4月 24日 ・報告会について 
つむぎ館 

7名 

女性部会 
研修委員会 

7月 19日 ・見学研修会について 
法人会事務局 

6名 

8月 18日 ・見学研修会について 
法人会事務局 

5名 

10月 16日 ・見学研修会について 
法人会事務局 

6名 

女性部会 
交流委員会 

11月 16日 ・手作り味噌体験について 
法人会事務局 

8名 

女性部会 
稲城地区 
役員会 

7月 14日 ・今後の運営について 
しゃぶしゃぶ木曽路 
多摩ニュータウン店 

7名 

12月 11日 ・地区税務研修会開催について 
ココス稲城店 

8名 

源泉部会 
役員会 

4月 19日 ・今後の運営について 
法人会事務局 

5名 

9月 7 日 ・今後の運営について 
法人会事務局 

3名 

10月 11日 
・テーマ別研修会について 
・今後の運営について 

つむぎ館 
3名 

1月 18日 ・今後の運営について 
関戸公民館 

4名 

3月 19日 令和 6年度事業計画、予算について 
法人会事務局 

4名 
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【全国法人会総連合関係】 

 

【東京法人会連合会関係】 

  

開催日 会議名称 
会 場 
出席者 

7月 19日 第 1回税制委員会 
全法連会館 
糟谷委員長 

9月 5 日 第 2回税制委員会 
全法連会館 
糟谷委員長 

1月 23日 全法連/東法連共催賀詞交歓会 
帝国ホテル 

岩田会長 他 4名 

2月 14日 税制セミナー 
ハイアットリージェンシー東京 

糟谷委員長 

2月 15日 第 3回税制委員会 
全法連会館 
糟谷委員長 

3月 4 日 第 39回事務局セミナー 
ハイアットリージェンシー東京 

事務局員 2名 

開催日 会議名称 
会 場 
出席者 

5月 18日 女性部会定時連絡協議会 
ハイアットリージェンシー東京 
石坂部会長・小礒前部会長 

5月 18日 青年部会定時連絡協議会 
ハイアットリージェンシー東京 
山田部会長・朝倉直前部会長 

5月 23日 第 1回理事会 
全法連会館 
岩田会長 

6月 14日 第 11回通常総会 
明治記念館 
岩田会長 

6月 15日 第 1回税制税務委員会 
銀座アスターお茶の水賓館 

糟谷委員長 

7月 24日 青年部会連絡協議会交流ボウリング大会 
東京ドームボウリングセンター 

山田部会長 他 3名 

9月 14日 第 2回税制税務委員会 
全法連会館 
糟谷委員長 

10月 10日 福利厚生制度推進大会 
京王プラザホテル 

朝倉委員長 

10月 23日 ｢税を考える週間｣協賛講演会 
ホテルグランドヒル市ヶ谷 

糟谷委員 

2月 6 日 青年部会全体連絡会議 
ハイアットリージェンシー東京 

山田部会長 他 3名 

2月 7 日 第 3回税制税務委員会 
全法連会館 
糟谷委員長 

2月 8 日 “Challenge100”ブロック別推進連絡会議 
大同生命多摩支社 

雨宮委員長 

2月 26日 女性部会全体連絡会議 
京王プラザホテル 
石坂部会長 他 4名 

2月 28日 第 2回厚生共益事業委員会 
全法連会館 
雨宮委員長 

3月 4 日 税制講演会 
京王プラザホテル 

糟谷委員長 

3月 7 日 第 1回組織委員会連絡協議会 
ホテルグランドヒル市ヶ谷 

朝倉委員長 

3月 13日 第 1回広報委員会連絡協議会 
ホテルグランドヒル市ヶ谷 

高島委員 

3月 22日 第 3回理事会 
全法連会館 
岩田会長 
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【三多摩法人会連合会関係】 

 

【日野税務署関係】 

  

開催日 会議名称 
会 場 
出席者 

5月 31日 青連協 第 1回 役員会 
銀座アスター吉祥寺店 
山田部会長 他 2名 

6月 15日 青連協 通常総会 
吉祥寺エクセルホテル東京 

山田部会長 他 9名 

7月 7 日 町田法人会青年部会セミナー 
レンブラントホテル東京町田 

山田部会長 他 6名 

10月 11日 青連協 会員交流ゴルフ大会 
河口湖カントリークラブ 

山田部会長 他 4名 

2月 26日 青連協 第 2回 役員会 
AREGRIA Kichijoji 
山田部会長 他 2名 

2月 2 日 女性部会連絡会議 
東急 REIホテル 

石坂部会長 他 3名 

開催日 主な議題 
会 場 
出席者 

税務懇談会 
 4月 13日 

・令和 4年分確定申告を振り返って 
・各会からの連絡事項 

日野税務署 
岩田会長、事務局長 

税務懇談会 
 6月 15日 

・令和 5年度税務懇談会活動計画について 
・各会からの連絡事項 
・終了後懇親会「おおまさすし」 

日野税務署 
岩田会長､石坂副会長､事務局長 

税務懇談会 
 7月 28日 

・令和 4年度税務懇談会収支決算報告について 
・各会からの連絡事項及び要望事項 

日野税務署 
岩田会長、事務局長 

拡大税務懇談会 
7月 28日 

・懇親会 
京王クラブ 

岩田会長 他 22名 

税務懇談会 
10月 26日 

・令和 4 年度「税を考える週間」行事予定について 
・納税キャンペーンについて 
・令和 5年度納税表彰式について 
・各会からの連絡及び要望事項 

日野税務署 
岩田会長、事務局長 

税務懇談会 
1月 17日 

・令和 5年度税を考える週間活動報告について 
・税務懇談会上半期収支報告について 
・各会からの連絡事項 

日野税務署 
岩田会長、事務局長 

納税表彰式 
11月 14日 

・令和 5年度 納税表彰式 
・祝賀会 

関戸公民館 Vitaホール 
アウラホール 

岩田会長・受彰者 他 15名 

日野市租税教育
推進協議会 
11月 24日 

・令和 5年度会員名簿 
・令和 5年度事業計画 

日野税務署 
岩田会長、石坂副会長、事務

局長 

多摩市稲城市租税
教育推進協議会 
10月 19日 

・令和 5年度会員名簿 
・令和 5年度事業計画 

日野税務署 
梅沢福会長、事務局長 
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【関係団体への出席】 

  

開催日 内  容 
会場 
出席者 

5月 24日 稲城市商店会連合会第 42回通常総会 
福寿庵 

梅沢地区会長 

5月 26日 稲城市商店会第 53回通常総代会 
稲城市地域振興プラザ 

梅沢地区会長 

6月 9 日 東京税理士会日野支部定期総会・懇親会 
京王プラザホテル八王子 

岩田会長 他 5名 

6月 19日 日野青色申告会定時総会・懇親会 
京王プラザホテル八王子 

岩田会長 

6月 26日 第 29回日野間税会通常総会・交流会 
すしおおまさ 
岩田会長 

7月 19日 日野各種団体の集い 
サカエヤ茶楼 

岩田会長 佐藤副会長 

7月 20日 東村山法人会創立 50周年記念式典 
パレスホテル立川 

岩田会長 

9月 2 日 第 22回稲城阿波踊り大会開会式 
京王よみうりランド駅前広場 

梅沢地区会長 

9月 30日 第 20回ひのよさこい祭開会式 
多摩平交番前交差点付近 

岩田会長 

11月 11日 稲城市災害防止協会設立 50周年記念講演会 
永山情報教育センター 

梅沢地区会長 

1月 5 日 多摩商工会議所新年賀詞交歓会 
アウラホール 

岩田会長、小山地区会長 

1月 12日 東京税理士会日野支部賀詞交歓会 
アウラホール 

岩田会長、他 4名 

1月 13日 稲城青年会議所新年賀詞交歓会 
稲城市地域振興プラザ 

梅沢副会長 

1月 15日 日野消防協働四団体合同賀詞交歓会 
富士電機東京工場 

岩田会長 

1月 18日 日野青色申告会新年賀詞交歓会 
京王プラザホテル八王子 

岩田会長 

1月 19日 日野市商工会新年賀詞交歓会 
イオンモール多摩平の森 
岩田会長 石坂地区会長 

1月 20日 稲城市社会福祉協議会認可 50周年式典 
稲城市中央公民館 
西村常任理事 

1月 24日 日野青年会議所新年賀詞交歓会 
イオンモール多摩平の森 

岩田会長 他 2名 

1月 25日 稲城市 5団体合同新年賀詞交歓会 
稲城市地域振興プラザ 

梅沢副会長 

2月 13日 日野間税会新年賀詞交歓会 
すしおおまさ 
岩田会長 
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【表彰関係】 （敬称略） 

  

表 彰 名 称 役 職 名 氏  名 

国税庁長官納税表彰 会  長 岩 田 利 夫 

東京国税局長納税表彰 副 会 長 小 山  稔 

日野税務署長表彰 理  事 伊 藤 弘 道 

日野税務署長表彰 理  事 一 宮 龍 之 

日野税務署長表彰 理  事 福 井 宏 昌 

日野税務署長感謝状 常任理事 朝 倉 泰 忠 

日野税務署長感謝状 理  事 滝 瀬 仁 久 

日野税務署長感謝状 理  事 梅 津 英 世 

東京都知事表彰 会  長 岩 田 利 夫 

東京都主税局長表彰 副 会 長 小 山  稔 

東京都八王子都税事務所長表彰 副 会 長 梅 沢  清 

全法連功労者表彰 副 会 長 梅 沢  清 

東法連会員増強功労者 常任理事 糟 谷 敏 美 

東法連会員増強功労者 常任理事 山 田 有 司 

東法連会員増強功労者 理  事 木 村 一 郎 
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第 2 号議案 令和 5 年度収支決算報告承認の件 
 

貸借対照表 
令和 6 年 3 月 31 日現在  

（単位：円）
科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ  資産の部
１．流動資産

現金預金 19,019,220 21,802,422 △ 2,783,202
現金 13,685 31,008 △ 17,323
郵便振替 33,950 88,199 △ 54,249
普通預金 18,971,585 21,683,215 △ 2,711,630

未収会費 315,000 389,700 △ 74,700
前払金 376,890 292,250 84,640

流動資産合計 19,711,110 22,484,372 △ 2,773,262
２．固定資産
(1) 基本財産

定期預金 5,000,000 5,000,000 0
基本財産合計 5,000,000 5,000,000 0

(2) 特定資産
退職給付引当資産 4,224,224 4,224,224 0

特定資産合計 4,224,224 4,224,224 0
(3) その他固定資産

建物付属設備 356,900 399,300 △ 42,400
構築物 449,452 535,061 △ 85,609
什器備品 1 1 0
敷金 320,000 320,000 0

その他固定資産合計 1,126,353 1,254,362 △ 128,009
固定資産合計 10,350,577 10,478,586 △ 128,009
資産合計 30,061,687 32,962,958 △ 2,901,271

Ⅱ  負債の部
１．流動負債

未払金 0 181,202 △ 181,202
前受会費 1,800 0 1,800
預り金 170,997 75,581 95,416
未払法人税等 70,000 70,000 0

流動負債合計 242,797 326,783 △ 83,986
２．固定負債

退職給付引当金 4,224,224 4,224,224 0
固定負債合計 4,224,224 4,224,224 0
負債合計 4,467,021 4,551,007 △ 83,986

Ⅲ  正味財産の部
１．指定正味財産

指定正味財産合計 0 0 0
２．一般正味財産 25,594,666 28,411,951 △ 2,817,285

正味財産合計 25,594,666 28,411,951 △ 2,817,285
負債及び正味財産合計 30,061,687 32,962,958 △ 2,901,271
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正味財産増減計算書 
令和 5 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月 31 日まで  

（単位：円）
科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ  一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
(1) 経常収益

基本財産運用益 501 500 1
受取会費 21,291,400 21,384,400 △ 93,000
会員受取会費 21,291,400 21,384,400 △ 93,000

事業収益 582,516 663,371 △ 80,855
研修会事業収益 364,500 380,000 △ 15,500
健診取扱事業収益 218,016 283,371 △ 65,355

受取補助金等 11,169,700 10,954,746 214,954
受取補助金等振替額 8,984,700 9,121,000 △ 136,300
全法連助成金 602,000 400,000 202,000
東法連補助金 1,383,000 1,233,746 149,254
地方公共団体助成金 200,000 200,000 0

受取負担金 2,789,300 2,217,520 571,780
会員負担金 2,789,300 2,217,520 571,780

雑収益 1,394,841 1,161,510 233,331
受取利息 452 433 19
広告収益 387,500 472,500 △ 85,000
雑収益 1,006,889 688,577 318,312

経常収益計 37,228,258 36,382,047 846,211
(2) 経常費用

事業費 31,158,959 27,225,869 3,933,090
給与手当 12,731,000 12,637,400 93,600
退職給付費用 686,900 686,900 0
減価償却費 85,609 85,609 0
法定福利費 1,906,300 2,004,300 △ 98,000
会議費 3,554,087 3,207,253 346,834
旅費交通費 1,547,940 247,990 1,299,950
通信運搬費 1,945,867 1,822,679 123,188
消耗品費 1,030,366 1,140,881 △ 110,515
印刷製本費 1,936,113 1,198,309 737,804
賃借料 1,283,100 1,283,100 0
リース料 623,300 655,100 △ 31,800
保険料 39,348 12,220 27,128
諸謝金 1,117,818 987,068 130,750
負担金 635,400 0 635,400
手数料 88,820 43,520 45,300
施設利用料 1,946,991 1,213,540 733,451



  - 35 -  
 

 

 

  
（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減
管理費 8,754,184 6,666,736 2,087,448
給与手当 613,800 609,440 4,360
退職給付費用 33,100 33,100 0
減価償却費 42,400 42,400 0
法定福利費 91,953 96,560 △ 4,607
会議費 2,164,309 1,006,859 1,157,450
旅費交通費 819,000 690,000 129,000
通信運搬費 654,812 656,555 △ 1,743
消耗品費 784,201 764,553 19,648
印刷製本費 87,543 0 87,543
燃料費 34,266 28,195 6,071
水道光熱費 234,613 279,916 △ 45,303
賃借料 549,860 549,860 0
リース料 30,056 31,474 △ 1,418
保険料 280,878 281,897 △ 1,019
諸謝金 220,000 275,105 △ 55,105
負担金 282,600 74,000 208,600
新聞図書費 33,560 34,910 △ 1,350
手数料 193,608 191,228 2,380
施設利用料 714,590 529,220 185,370
諸会費 314,800 240,800 74,000
渉外慶弔費 300,402 143,334 157,068
雑費 273,833 107,330 166,503

経常費用計 39,913,143 33,892,605 6,020,538
評価損益等調整前当期経常増減額 △ 2,684,885 2,489,442 △ 5,174,327

評価損益等計 0 0 0
当期経常増減額 △ 2,684,885 2,489,442 △ 5,174,327

２．経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0
(2) 経常外費用

未収会費回収不能額 62,400 64,800 △ 2,400
法人税等支出 70,000 70,000 0
経常外費用計 132,400 134,800 △ 2,400
当期経常外増減額 △ 132,400 △ 134,800 2,400
当期一般正味財産増減額 △ 2,817,285 2,354,642 △ 5,171,927
一般正味財産期首残高 28,411,951 26,057,309 2,354,642
一般正味財産期末残高 25,594,666 28,411,951 △ 2,817,285

Ⅱ  指定正味財産増減の部
受取補助金等 8,984,700 9,121,000 △ 136,300
全法連助成金 8,984,700 9,121,000 △ 136,300

一般正味財産への振替額 △ 8,984,700 △ 9,121,000 136,300
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ  正味財産期末残高 25,594,666 28,411,951 △ 2,817,285
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財務諸表に対する注記 

 
1. 重要な会計方式 

(1) 固定資産の減価償却方法 

定率法及び定額法によっております。 

(2) 消費税等の会計処理 

税込処理によっております。 

2. 会計方針の変更 

変更はありません。 

3. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

 

(単位:円) 
 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

定期預金 

 

5,000,000 

 

― 

 

― 

 

5,000,000 

小 計 5,000,000 ― ― 5,000,000 

特定資産 

退職給付引当資産 

 

4,224,224 

 

― 

 

― 

 

4,224,224 

小 計 4,224,224 ― ― 4,224,224 

合 計 9,224,224 ― ― 9,224,224 
 

 

4. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び期末残高は、次のとおりである。 

 

(単位:円) 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物付属設備 

構 築 物 

什 器 備 品 

636,000 

1,284,140 

250,000 

279,100 

834,688 

249,999 

356,900 

449,452 

1 

合 計 2,170,140 1,363,787 806,353 
 

 

5. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

(単位:円) 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照上の

記載区分 

助成金 

全法連助成金 

公益財団法人 

全国法人会総連合 － 8,984,700 8,984,700 －  
補助金 

地方公共団体助成金 

日野市 

市民部納税課 － 200,000 200,000 －  

補助金 

東法連補助金 

一般社団法人 

東京法人会連合会 － 1,383,000 1,383,000 －  
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6. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

(単位:円) 
 

内 容 金 額 

経常収益への振替額 

目的達成による事業費への振替額 

経常外収益への振替額 

目的達成による指定解除額 

 

8,984,700 

 

 

 

付属明細書 
 

 

1. 基本財産及び特定資産の明細 

財務諸表に対する注記に記載している。 

 

2. 引当金の明細 

(単位:円) 
 

科目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

退職給与引当金 4,224,224 － － － 4,224,224 

 

3. 公益財団法人東法連特定退職金共済会の明細 

(単位:円) 
 

科目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

東法連特退共 5,184,240 673,250 － － 5,857,490 
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正味財産増減計算書内訳表 
令和 5 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月 31 日まで  

公 1 税知識の普及と納税意識の高揚並びに税に関する提言事業 公 2 地域企業の健全な発展に資する事業 公 3 地域社会への貢献を目的とする事業 

Ⅰ  一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
(1) 経常収益

基本財産運用益 0 0 0 0 0
受取会費 0 0 0 6,387,400 6,387,400
会員受取会費 0 0 0 6,387,400 6,387,400

事業収益 292,500 72,000 0 0 364,500
研修会事業収益 292,500 72,000 0 0 364,500
健診取扱事業収益 0 0 0 0 0

受取補助金等 200,000 0 0 8,984,700 9,184,700
受取補助金等振替額 0 0 0 8,984,700 8,984,700
全法連助成金 0 0 0 0 0
東法連補助金 0 0 0 0 0
地方公共団体助成金 200,000 0 0 0 200,000

受取負担金 1,412,300 0 0 0 1,412,300
会員負担金 1,412,300 0 0 0 1,412,300

雑収益 0 0 0 0 0
受取利息 0 0 0 0 0
広告収益 0 0 0 0 0
雑収益 0 0 0 0 0

経常収益計 1,904,800 72,000 0 15,372,100 17,348,900
(2) 経常費用

事業費 17,972,829 1,931,319 2,934,948 0 22,839,096
給与手当 7,379,700 1,000,900 1,000,900 0 9,381,500
退職給付費用 398,200 54,000 54,000 0 506,200
減価償却費 85,609 0 0 0 85,609
法定福利費 1,105,000 149,900 149,900 0 1,404,800
会議費 793,178 219,066 167,000 0 1,179,244
旅費交通費 1,547,940 0 0 0 1,547,940
通信運搬費 1,654,260 31,452 18,748 0 1,704,460
消耗品費 483,336 0 93,500 0 576,836
印刷製本費 1,891,233 44,880 0 0 1,936,113
賃借料 623,200 165,000 165,000 0 953,200
リース料 361,300 49,000 49,000 0 459,300
保険料 27,948 0 0 0 27,948
諸謝金 301,355 123,463 693,000 0 1,117,818
負担金 368,300 50,000 50,000 0 468,300
手数料 46,800 0 0 0 46,800
施設利用料 905,470 43,658 493,900 0 1,443,028

科        目
公益目的事業会計

公１ 公２ 公３ 共通 小計
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収 1 会員の福利厚生に資する事業 他 1 会員の交流に資する事業 法人会計 その他の目的を達成するための事業 

法人会計

0 0 0 0 501 501
0 0 1,809,800 1,809,800 13,094,200 21,291,400
0 0 1,809,800 1,809,800 13,094,200 21,291,400

218,016 0 0 218,016 0 582,516
0 0 0 0 0 364,500

218,016 0 0 218,016 0 218,016
0 0 0 0 1,985,000 11,169,700
0 0 0 0 0 8,984,700
0 0 0 0 602,000 602,000
0 0 0 0 1,383,000 1,383,000
0 0 0 0 0 200,000

62,000 770,000 0 832,000 545,000 2,789,300
62,000 770,000 0 832,000 545,000 2,789,300

100,000 372,600 0 472,600 922,241 1,394,841
0 0 0 0 452 452
0 0 0 0 387,500 387,500

100,000 372,600 0 472,600 534,289 1,006,889
380,016 1,142,600 1,809,800 3,332,416 16,546,942 37,228,258

3,309,140 5,010,723 0 8,319,863 0 31,158,959
2,028,400 1,321,100 0 3,349,500 0 12,731,000

109,400 71,300 0 180,700 0 686,900
0 0 0 0 0 85,609

303,700 197,800 0 501,500 0 1,906,300
336,000 2,038,843 0 2,374,843 0 3,554,087

0 0 0 0 0 1,547,940
0 241,407 0 241,407 0 1,945,867

147,840 305,690 0 453,530 0 1,030,366
0 0 0 0 0 1,936,113

183,300 146,600 0 329,900 0 1,283,100
99,300 64,700 0 164,000 0 623,300

0 11,400 0 11,400 0 39,348
0 0 0 0 0 1,117,818

101,200 65,900 0 167,100 0 635,400
0 42,020 0 42,020 0 88,820
0 503,963 0 503,963 0 1,946,991

（単位：円）

合計
収益事業等会計

収１ 他１ 収益等共通 小計 法人会計
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公 1 税知識の普及と納税意識の高揚並びに税に関する提言事業 公 2 地域企業の健全な発展に資する事業 公 3 地域社会への貢献を目的とする事業 

管理費 0 0 0 0 0
給与手当 0 0 0 0 0
退職給付費用 0 0 0 0 0
減価償却費 0 0 0 0 0
法定福利費 0 0 0 0 0
会議費 0 0 0 0 0
旅費交通費 0 0 0 0 0
通信運搬費 0 0 0 0 0
消耗品費 0 0 0 0 0
印刷製本費 0 0 0 0 0
燃料費 0 0 0 0 0
水道光熱費 0 0 0 0 0
賃借料 0 0 0 0 0
リース料 0 0 0 0 0
保険料 0 0 0 0 0
諸謝金 0 0 0 0 0
負担金 0 0 0 0 0
新聞図書費 0 0 0 0 0
手数料 0 0 0 0 0
施設利用料 0 0 0 0 0
諸会費 0 0 0 0 0
渉外慶弔費 0 0 0 0 0
雑費 0 0 0 0 0

経常費用計 17,972,829 1,931,319 2,934,948 0 22,839,096
評価損益等調整前当期経常増減額 △ 16,068,029 △ 1,859,319 △ 2,934,948 15,372,100 △ 5,490,196

評価損益等計 0 0 0 0 0
当期経常増減額 △ 16,068,029 △ 1,859,319 △ 2,934,948 15,372,100 △ 5,490,196

２．経常外増減の部  
(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0
(2) 経常外費用

未収会費回収不能額 0 0 0 0 0
法人税等支出 0 0 0 0 0
経常外費用計 0 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 16,068,029 △ 1,859,319 △ 2,934,948 15,372,100 △ 5,490,196
　　　　 他会計振替額 △ 32,136,058 △ 3,718,638 △ 5,869,896 30,744,200 △ 10,980,392

当期一般正味財産増減額 16,068,029 1,859,319 2,934,948 △ 15,372,100 5,490,196
一般正味財産期首残高 △ 126,638,756 △ 16,774,860 △ 20,953,586 167,517,220 3,150,118
一般正味財産期末残高 △ 142,706,785 △ 18,634,179 △ 23,888,534 182,889,320 △ 2,340,078

Ⅱ  指定正味財産増減の部   0  
受取補助金等 0 0 0 8,984,700 8,984,700
全法連助成金 0 0 0 8,984,700 8,984,700

一般正味財産への振替額 0 0 0 △ 8,984,700 △ 8,984,700
当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0

Ⅲ  正味財産期末残高 △ 142,706,785 △ 18,634,179 △ 23,888,534 182,889,320 △ 2,340,078

科        目
公益目的事業会計

公１ 公２ 公３ 共通 小計
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収 1 会員の福利厚生に資する事業 他 1 会員の交流に資する事業 法人会計 その他の目的を達成するための事業 

法人会計

0 0 0 0 8,754,184 8,754,184
0 0 0 0 613,800 613,800
0 0 0 0 33,100 33,100
0 0 0 0 42,400 42,400
0 0 0 0 91,953 91,953
0 0 0 0 2,164,309 2,164,309
0 0 0 0 819,000 819,000
0 0 0 0 654,812 654,812
0 0 0 0 784,201 784,201
0 0 0 0 87,543 87,543
0 0 0 0 34,266 34,266
0 0 0 0 234,613 234,613
0 0 0 0 549,860 549,860
0 0 0 0 30,056 30,056
0 0 0 0 280,878 280,878
0 0 0 0 220,000 220,000
0 0 0 0 282,600 282,600
0 0 0 0 33,560 33,560
0 0 0 0 193,608 193,608
0 0 0 0 714,590 714,590
0 0 0 0 314,800 314,800
0 0 0 0 300,402 300,402
0 0 0 0 273,833 273,833

3,309,140 5,010,723 0 8,319,863 8,754,184 39,913,143
△ 2,929,124 △ 3,868,123 1,809,800 △ 4,987,447 7,792,758 △ 2,684,885

0 0 0 0 0 0
△ 2,929,124 △ 3,868,123 1,809,800 △ 4,987,447 7,792,758 △ 2,684,885

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 62,400 62,400
0 0 0 0 70,000 70,000
0 0 0 0 132,400 132,400
0 0 0 0 △ 132,400 △ 132,400

△ 2,929,124 △ 3,868,123 1,809,800 △ 4,987,447 7,660,358 △ 2,817,285
△ 5,858,248 △ 7,736,246 3,619,600 △ 9,974,894 15,320,716 △ 5,634,570

2,929,124 3,868,123 △ 1,809,800 4,987,447 △ 7,660,358 2,817,285
△ 21,671,414 △ 15,473,767 16,237,000 △ 20,908,181 46,170,014 28,411,951
△ 24,600,538 △ 19,341,890 18,046,800 △ 25,895,628 53,830,372 25,594,666
      

0 0 0 0 0 8,984,700
0 0 0 0 0 8,984,700
0 0 0 0 0 △ 8,984,700
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

△ 24,600,538 △ 19,341,890 18,046,800 △ 25,895,628 53,830,372 25,594,666

小計

（単位：円）

法人会計

収益事業等会計
合計

収１ 他１ 収益等共通
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財 産 目 録 
 

令和 6年 3月 31日現在 

 

(単位:円) 

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金額 

(流動資産)  

現 金 

郵便振替 

預 金 

 

 

 

 

 

 

 

 

未収会費 

前払金 

 

手元保管 

東京貯金事務センター 

普通預金 

みずほ銀行高幡不動支店 

三菱 UFJ銀行日野豊田支店 

三井住友銀行高幡不動支店 

多摩信用金庫豊田北口支店 

多摩信用金庫日野支店 

多摩信用金庫高幡不動支店 

さわやか信用金庫高幡不動支店 

さわやか信用金庫稲城支店 

13社 

4月分家賃、年払い駐車場代ほか 

 

運転資金として 

運転資金として 

運転資金として 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

未収会費 

４月分家賃等 

 

13,685 

33,950 

18,971,585 

13,742,304 

759,336 

461,420 

238,978 

912,080 

715,280 

1,809,528 

332,659 

315,000 

376,890 

流動資産合計    19,711,110 

(固定資産) 

基本財産 

 

特定資産 

 

 

 

 

 

その他 

固定資産 

 

基本引当金預金 

定期預金 

 

退職給付引当資産 

退職給付引当資産 

退職給付引当資産 

退職給付引当資産 

退職給付引当資産 

 

建物付属設備 

構築物 

什器備品 

敷 金 

 

 

多摩信用金庫豊田北口支店 

 

定期預金 

みずほ銀行高幡不動支店 

多摩信用金庫豊田北口支店 

多摩信用金庫高幡不動支店 

さわやか信用金庫高幡不動支店 

 

洋式トイレ設備 

時計台・電子申告 PR看板 

事務局エアコン 

運用益をその他目的を達成

する事業に充てるために保

有している財産 

 

職員に対する退職金

に備えたもの 

〃 

〃 

〃 

 

洋式トイレ設備 

公益目的財産 

事務局エアコン 

敷金 

 

5,000,000 

5,000,000 

 

4,224,224 

2,072,079 

600,000 

952,145 

600,000 

 

356,900 

449,452 

1 

320,000 

固定資産合計    10,350,577 

資産合計    30,061,687 

(流動負債) 前受会費 

預り金 

未払法人税等 

令和６年度会費２か月分 

源泉所得税、労働保険料 

法人市民税均等割 

令和 6年度会費 

源泉所得税他 

法人市民税等 

1,800 

170,997 

70,000 

流動負債合計    242,797 

(固定負債) 退職給与引当金  退職給与のための 

引当金 

4,224,224 

固定負債合計    4,224,224 

負債合計    4,467,021 

正味財産    25,594,666   
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監 査 報 告 書 

 

公益社団法人 日野法人会 

会 長 岩 田 利 夫 殿 

 

令和 6年 4月 19日 

公益社団法人 日野法人会 

 

監事 

 

監事 

 

私たち監事は、令和 5年 4月 1日から令和 6 年 3月 31日までの事業年度の理事の職務

の執行を監査いたしました。 

その方法及び結果について、次のとおり報告いたします。 

 

1 監査の方法及びその内容 

各監事は、理事及び事務局等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に

努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び事務局等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類を閲覧し、業

務及び財産状況を調査いたしました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告について検討いたしました。 

さらに会計帳簿又これに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類(貸

借対照表及び正味財産増減計算書及びその付属明細書並びに財産目録)について検討いた

しました。 

 

2 監査意見 

（1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めます。 

二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

 

（2) 計算書類及び付属明細書並びに財産目録の監査結果 

計算書類及びその付属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況をすべ

ての重要な点において適正に示しているものと認めます。 

 

以上  
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第 3 号議案 会費改定案承認の件 

 

1. 提案趣旨 

平成 6 年の日野法人会発足以来、会費改定は未実施であり、また会員減少の影響から

収支状況が悪化していることから、令和 7年度より会費の改定案を提示するもの。 

 

2. 主要な改正点等 

（1) 会費ランクの一部統合 

資本金区分の「500万円未満」と「500万円以上-1,000万円未満」の会費ランクを統

合する事とした。 

（2) 会費額 

「会費ランク」毎に、現行会費から月額約 500円程度の負担増とした。 

単位（円） 

旧会費ランク 新会費ランク 
旧会費 

（月額） 

新会費 

（月額） 
増減 

500万未満 

1,000万未満 

900 

1,400 

500 

500万以上 

-1,000万未満 
1,200 200 

1,000万以上-3,000万未満 2,000 2,400 400 

3,000万以上-5,000万未満 3,500 4,000 500 

5,000万以上 5,000 5,500 500 

公益法人等 500 1,000 500 

賛助会員 500 1,000 500 

支店・営業所 1,000 1,400 400 

系列会社 年額：1,000 0 
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報告事項 

 

 

令和 6 年度事業計画について 

 

令和 6 年度収支予算について 
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令和 6 年度事業計画書 
自 令和 6年 4月 1 日 

至 令和 7年 3月 31日 

 

I 基本方針 

当法人会は、「健全な納税者の団体」「よき経営者を目指すものの団体」「地域社会

に貢献する団体」として、事業の公益性と地域社会貢献を視野に、将来を展望した税制

の提言を行い、税のオピニオンリーダーとしての責務を果たす所存であります。 

会員企業の健全な発展を支援し、ニーズにあった事業活動を積極的に推進するととも

に、会員の拡大、運営組織のあり方等の整備、見直しを図り、地域社会の発展に寄与す

る団体として、より充実した事業活動を活発に推進します。 

また、財政状況を改善するため、第 14回通常総会にて承認を受けた「会費の改定」

について、施行される令和 7年度までの間、会員への周知活動を推進いたします。 

 

II 重点事項 

 

1 税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 

・税制改正の提言 

 

2 企業経営の基盤となる経理能力を固めるための取り組み 

・国税庁、日税連の協力による法人会で作成した「自主点検チェックシート」によ

り、企業自らが内部統制面や経理面の質的向上に向け自主点検を行い、これを通じ

て企業の税務コンプライアンスの向上を図る。 

 

3 公益活動としての租税教育の推進、地球温暖化防止のための取り組み 

(1) 子どもたちを対象とした租税教育イベントの開催 

(2) 日野市、多摩市、稲城市管内各小学校での租税教室の開催 

(3) 第 14回税に関する絵はがきコンクールの募集・表彰 

 

4 組織の拡大強化と活性化に向けての運営組織の整備充実 

(1) 支部組織の円滑な活動を推進 

(2) 会員増強決起大会の開催 

(3) 役員研修会の開催（再編された支部組織の役割) 

(4) 地区、支部単位による会員増強運動の実施 

(5) 年間を通じた会員増強運動の実施 

(6) 支部組織の充実を図る（役員間の情報共有の強化) 

(7) 厚生制度受託会社との連携による協力体制 

(8) 退会防止策を図る 

(9) 会員増強運動功労者・功労支部の顕彰 
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III 事業計画 
 

1 税知識の普及を目的とする事業 

(1) 新設法人説明会の開催 (組織委員会) 

（偶数月開催 年 6回) 

(2) 決算法人説明会の開催 (組織委員会) 

（毎月開催、3月は 2回 年 13回) 

(3) 法人税・消費税講座の開催 (研修厚生委員会) 

 (申告書の見方・書き方研修会) 

(4) e-Taxの会員への一層の推進を図る (研修厚生委員会) 

(5) 役員(理事・監事)の e-Taxでの申告納付 100%をめざす (研修厚生委員会) 

(6) 税制改正説明会(支部研修会を兼ねる) (各支部) 

(7) 支部単位での税務研修会の開催 (各支部) 

(8) 地区単位での税務研修会の開催 (女性部会) 

(9) 源泉所得税テーマ別研修会の開催 (源泉部会) 

(10) 年末調整説明会の開催(各地区及び源泉部会) (各地区) 

 (公益税制委員会) 

 (源泉部会) 

2 納税意識の高揚を目的とする事業 

(1) 子どもたちを対象とした租税教育イベントの開催 (実行委員会を組織) 

ア. 11月 4 日(月・祝) 第 3 回「ハローキティと税について知ろう！」 

イ.  3月 22日(土） 第 13回「税金ウォークラリーinよみうりランド」 

(2) 租税教室を兼ねたサッカー大会の開催 (日野地区) 

第 11回法人会長杯争奪日野市少年サッカー大会 

(3) 日野市、多摩市、稲城市の小学生を対象とした租税教室の開催 (青年部会・各支部) 

青年部会の講師を主体とするも、小学校が所在する各支部は

開催及び講師派遣に積極的に協力 

(4) 動物(ポニー)とふれあう教室での日野市教育予算の啓発活動 (公益税制委員会) 

(5) 親と子の税金教室の開催 (研修厚生委員会) 

5月 25日(土) (運営協力青年部会) 

(6) 「税を考える週間」協賛事業 (広報委員会・各地区) 

(7) 第 14回税に関する絵はがきコンクールの募集・表彰 (女性部会) 

(8) ホームページ及び広報誌(会報ふれあい)による税情報の発信 (広報委員会) 

 

3 税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 

(1) 税制改正の提言 (公益税制委員会) 

・税制改正要望事項案の取りまとめ、東法連への要望意見 

・会員の要望意見の集約 

・中小企業に有利な税制へ導くための国、地方議員との連携 

(2) 全法連会員大会(税制改正要望大会)「鹿児島大会」への参加 (公益税制委員会) 

10月 3日(木) 

(3) 第 38回法人会全国青年のつどい「福井大会」への参加 (青年部会) 

11月 7日(木)～8日(金) 

(4) 第 17回法人会全国女性フォーラム「広島大会」への参加 (女性部会) 

4月 18日(木) 

(5) 全法連・東法連税制委員セミナーへの参加 (公益税制委員会) 
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4 地域企業の健全な発展に資する事業 

(1) 企業経営の基盤となる経理能力を高めるための取り組み (公益税制委員会) 

・国税庁、日税連の協力により法人会で作成した「自主点検チェックシート」によ

り、企業自らが内部統制面や経理面の質的向上に向け自主点検を行い、これを通

じて企業の税務コンプライアンスの向上を図る。 

(2) 初級簿記セミナーの開催 (研修厚生委員会) 

(3) 簿記入門、初めて経理実務等オンラインセミナーの開催 (研修厚生委員会) 

(4) 経営に関するセミナーの開催 (研修厚生委員会) 

(5) 融資制度説明会・個別相談会の開催 (研修厚生委員会) 

(日本政策金融公庫八王子支店) 

(6) 青年経営者のための実務セミナーの開催 (青年部会) 

(7) 社会保険、労働保険の実務セミナーの開催 (源泉部会) 

 

5 地域社会への貢献を目的とする事業 

(1) 新春講演会の開催 (公益税制委員会) 

1月 7日(火) 京王プラザホテル八王子 

(2) 東京都「地球温暖化対策報告書制度」への取り組み (公益税制委員会) 

(3) 日野市とともに進めている｢普段着で CO2をへらそう｣事業の推進 (女性部会) 

(4) 市長講演会の開催 (各地区) 

(5) ひの新選組まつりへの協賛 (日野地区) 

 

6 会員の交流に資するための事業 

(1) 会員交流チャリティーゴルフ大会の開催 (研修厚生委員会) 

10月 2日(水) 桜ヶ丘カントリークラブ 

(2) 新年賀詞交歓会の開催 (研修厚生委員会) 

1月 7日(火) 京王プラザホテル八王子 

(3) 支部会員交流会の開催 (各支部) 

(4) 会員交流会の開催 (青年部会) 

(5) 日帰り見学研修会の開催 (女性部会) 

(6) 企業視察見学研修会の開催 (源泉部会) 

 
7 会員の福利厚生等に資する事業 

(1) 経営者大型保障制度をはじめとする各種厚生制度の普及促進 (研修厚生委員会) 

(2) 厚生制度推進連絡協議会及び、大型保障制度懇談会の開催 (研修厚生委員会) 

(3) 各種福利厚生施設等利用促進 (研修厚生委員会) 

・生活習慣病一日健康診断(春秋各 2日間) 提携先 (一財)全日本労働福祉協会 

・生活習慣病健康診断(年間を通じて実施) 提携先 日野市立病院、立川北口健診館 

医療法人社団めぐみ会 

・がん検診 「ＰＥＴ－ＣＴ」検査 提携先 社会医療法人大和会 

「武蔵村山病院」 

・その他提携施設 

サンリオピューロランド、よみうりランド、ホテル春日居、セレモア、 

飛鳥ドライビングカレッジ日野、マジオドライバーズスクール多摩校、 

スポーツジム「メガロス」、藤田観光リゾート施設、東法連提携施設  
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8 その他法人の目的を達成するための事業 

(1) 会員増強運動の積極的な展開を図る。 (組織委員会) 

・会員増強決起大会の開催 

・地区、支部単位による会員増強運動の実施 

・年間を通じた会員増強運動の実施 

・支部組織の充実を図る(新役員間の情報共有の強化) 

・厚生制度受託会社との連携による協力体制 

・新入会員のフォロー 

・退会防止策を図る 

・会員増強運動功労者・功労支部の顕彰 

(2) 役員研修会の開催（再編された支部の役割) (研修厚生委員会) 

(3) 一般会員の研修事業参加者への表彰 (公益税制委員会) 

（年間 3回以上の参加、除く交流事業) 

 

(4) 運営組織の整備・充実を図るための施策 

・法人会の更なる魅力化を検討 (魅力化推進会議) 

・公益法人としての活動の意義を整理し周知 (総務委員会) 

・次年度予算編成の為、支部活動予算の要望要領及び査定基準の作成 (総務委員会) 

・会費改定の施行年度へ向け、広報・周知活動 (総務・広報委員会） 

・法人会の知名度高める広報戦略の具体化 (広報委員会) 

・リニューアルする広報誌「ふれあい」内容の充実 (広報委員会) 

・行政及び各種団体との連絡協議会設置のための具体化 (研修厚生委員会) 

・あるべき姿としての団体名称の調査研究 (魅力化推進会議) 

  (組織委員会) 

・地区支部のあるべき姿(地位・役割)の役員への周知・研修 (各地区) 

(5) 財政基盤確立を図るための会費の完全な徴収 (総務委員会) 

(6) 口座振替制度の一層の促進を図る (総務委員会) 

(7) 事務効率化のためのコンピューターの活用 (総務委員会) 

(8) 青年部会、女性部会、源泉部会の各部会活動を一層推進し、

併せて部会相互の連繋、協調を図る。 

(9) 全法連・東法連・三法連との協調を図る。 (総務委員会) 
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収支予算書 
令和 6 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日まで  

単位：円

科　　　　目 予算額 前年度予算額 増　減
Ⅰ  一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
(1) 経常収益

基本財産運用益 500 500 0
受取会費 19,966,000 20,250,000 △ 284,000
会員受取会費 19,966,000 20,250,000 △ 284,000

事業収益 799,000 799,000 0
研修会事業収益 199,000 199,000 0
健診取扱事業収益 600,000 600,000 0

受取補助金等 10,896,200 10,884,700 11,500
全法連助成金 9,546,200 9,334,700 211,500
東法連補助金 1,350,000 1,350,000 0
地方公共団体助成金 0 200,000 △ 200,000

受取負担金 2,095,000 2,095,000 0
会員負担金 2,095,000 2,095,000 0

雑収益 1,561,000 1,561,000 0
受取利息 1,000 1,000 0
広告収益 460,000 460,000 0
雑収益 1,100,000 1,100,000 0

経常収益計 35,317,700 35,590,200 △ 272,500
(2) 経常費用

事業費 38,866,100 35,751,700 3,114,400
給与手当 15,313,600 14,548,700 764,900
退職給付費用 686,900 686,900 0
減価償却費 85,600 85,600 0
法定福利費 2,259,500 1,908,000 351,500
会議費 8,723,000 8,649,000 74,000
旅費交通費 247,000 247,000 0
通信運搬費 2,331,000 2,331,000 0
消耗品費 1,200,000 516,000 684,000
印刷製本費 1,520,000 1,094,000 426,000
賃借料 1,283,100 1,283,100 0
リース料 646,400 646,400 0
保険料 20,000 20,000 0
諸謝金 1,200,000 1,200,000 0
負担金 300,000 300,000 0
手数料 50,000 150,000 △ 100,000
施設利用料 3,000,000 2,086,000 914,000
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単位：円

科　　　　目 予算額 前年度予算額 増　減
管理費 9,750,100 9,463,500 286,600
給与手当 738,400 701,300 37,100
退職給付費用 33,100 33,100 0
減価償却費 56,000 56,000 0
法定福利費 115,000 92,000 23,000
会議費 3,583,000 3,583,000 0
通信運搬費 650,000 292,000 358,000
消耗品費 800,000 450,000 350,000
印刷製本費 200,000 200,000 0
燃料費 100,000 50,000 50,000
水道光熱費 300,000 300,000 0
賃借料 549,860 549,860 0
リース料 31,200 31,200 0
保険料 280,000 230,000 50,000
諸謝金 220,000 220,000 0
租税公課 70,000 70,000 0
負担金 100,000 300,000 △ 200,000
新聞図書費 53,000 53,000 0
手数料 200,000 257,000 △ 57,000
諸会費 320,000 510,000 △ 190,000
渉外慶弔費 150,000 392,000 △ 242,000
雑費 1,200,540 1,093,040 107,500

経常費用計 48,616,200 45,215,200 3,401,000
       評価損益等調整前当期経常増減額 △ 13,298,500 △ 9,625,000 △ 3,673,500

評価損益等計 0 0 0
当期経常増減額 △ 13,298,500 △ 9,625,000 △ 3,673,500

２．経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0
(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 △ 13,298,500 △ 9,625,000 △ 3,673,500
一般正味財産期首残高 25,594,666 28,411,951 △ 2,817,285
一般正味財産期末残高 12,296,166 18,786,951 △ 6,490,785

Ⅱ  指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ  正味財産期末残高 12,296,166 18,786,951 △ 6,490,785
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収支予算書内訳表 
令和 6 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日まで  

公 1 税知識の普及と納税意識の高揚並びに税に関する提言事業 公 2 地域企業の健全な発展に資する事業 公 3 地域社会への貢献を目的とする事業 

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益 0 0 0 500 500

受取会費 0 0 0 5,989,800 5,989,800

会員受取会費 0 0 0 5,989,800 5,989,800

事業収益 39,000 160,000 0 0 199,000

研修会事業収益 39,000 160,000 0 0 199,000

健診取扱事業収益 0 0 0 0 0

受取補助金等 0 0 0 9,196,200 9,196,200

全法連助成金 0 0 0 9,196,200 9,196,200

東法連補助金 0 0 0 0 0

地方公共団体助成金 0 0 0 0 0

受取負担金 900,000 0 0 0 900,000

会員負担金 900,000 0 0 0 900,000

雑収益 0 0 0 0 0

受取利息 0 0 0 0 0

広告収益 0 0 0 0 0

雑収益 0 0 0 0 0

経常収益計 939,000 160,000 0 15,186,500 16,285,500

(2) 経常費用

事業費 22,981,600 3,235,800 2,955,400 573,080 29,745,880

給与手当 8,876,800 1,203,900 1,203,900 0 11,284,600

退職給付費用 398,200 54,000 54,000 0 506,200

減価償却費 85,600 0 0 0 85,600

法定福利費 1,382,500 187,500 187,500 0 1,757,500

会議費 5,371,000 650,000 150,000 80,000 6,251,000

旅費交通費 247,000 0 0 0 247,000

通信運搬費 1,048,600 371,800 371,800 20,000 1,812,200

消耗品費 1,200,000 0 0 0 1,200,000

印刷製本費 1,280,000 220,000 0 20,000 1,520,000

賃借料 623,200 165,000 165,000 0 953,200

リース料 374,700 50,800 50,800 0 476,300

保険料 20,000 0 0 0 20,000

諸謝金 472,000 255,000 446,000 27,000 1,200,000

負担金 300,000 0 0 0 300,000

手数料 2,000 0 0 5,080 7,080

施設利用料 1,300,000 77,800 326,400 421,000 2,125,200

科        目

公益目的事業会計

公１ 公２ 公３ 共通 小計
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収 1 会員の福利厚生に資する事業 他 1 会員の交流に資する事業 法人会計 その他の目的を達成するための事業 

単位:円

法人会計

0 0 0 0 0 500

0 0 1,697,100 1,697,100 12,279,100 19,966,000

0 0 1,697,100 1,697,100 12,279,100 19,966,000

600,000 0 0 600,000 0 799,000

0 0 0 0 0 199,000

600,000 0 0 600,000 0 600,000

0 0 0 0 1,700,000 10,896,200

0 0 0 0 350,000 9,546,200

0 0 0 0 1,350,000 1,350,000

0 0 0 0 0 0

0 675,000 0 675,000 520,000 2,095,000

0 675,000 0 675,000 520,000 2,095,000

0 0 0 0 1,561,000 1,561,000

0 0 0 0 1,000 1,000

0 0 0 0 460,000 460,000

0 0 0 0 1,100,000 1,100,000

600,000 675,000 1,697,100 2,972,100 16,060,100 35,317,700

4,007,900 5,074,320 38,000 9,120,220 0 38,866,100

2,439,900 1,589,100 0 4,029,000 0 15,313,600

109,400 71,300 0 180,700 0 686,900

0 0 0 0 0 85,600

304,000 198,000 0 502,000 0 2,259,500

200,000 2,267,000 5,000 2,472,000 0 8,723,000

0 0 0 0 0 247,000

339,300 175,500 4,000 518,800 0 2,331,000

0 0 0 0 0 1,200,000

0 0 0 0 0 1,520,000

183,300 146,600 0 329,900 0 1,283,100

103,000 67,100 0 170,100 0 646,400

0 0 0 0 0 20,000

0 0 0 0 0 1,200,000

0 0 0 0 0 300,000

42,000 920 0 42,920 0 50,000

287,000 558,800 29,000 874,800 0 3,000,000

合計

収益事業等会計

収１ 他１ 収益等共通 小計 法人会計
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公 1 税知識の普及と納税意識の高揚並びに税に関する提言事業 公 2 地域企業の健全な発展に資する事業 公 3 地域社会への貢献を目的とする事業 

管理費 0 0 0 0 0

給与手当 0 0 0 0 0

退職給付費用 0 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 0

法定福利費 0 0 0 0 0

会議費 0 0 0 0 0

通信運搬費 0 0 0 0 0

消耗品費 0 0 0 0 0

印刷製本費 0 0 0 0 0

燃料費 0 0 0 0 0

水道光熱費 0 0 0 0 0

賃借料 0 0 0 0 0

リース料 0 0 0 0 0

保険料 0 0 0 0 0

諸謝金 0 0 0 0 0

租税公課 0 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0 0

新聞図書費 0 0 0 0 0

手数料 0 0 0 0 0

諸会費 0 0 0 0 0

渉外慶弔費 0 0 0 0 0

雑費 0 0 0 0 0

経常費用計 22,981,600 3,235,800 2,955,400 573,080 29,745,880

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 22,042,600 △ 3,075,800 △ 2,955,400 14,613,420 △ 13,460,380

評価損益等計 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 22,042,600 △ 3,075,800 △ 2,955,400 14,613,420 △ 13,460,380

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 22,042,600 △ 3,075,800 △ 2,955,400 14,613,420 △ 13,460,380

当期一般正味財産増減額 △ 22,042,600 △ 3,075,800 △ 2,955,400 14,613,420 △ 13,460,380

一般正味財産期首残高     0

一般正味財産期末残高      

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0

Ⅲ  正味財産期末残高      

科        目

公益目的事業会計

公１ 公２ 公３ 共通 小計
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収 1 会員の福利厚生に資する事業 他 1 会員の交流に資する事業 法人会計 その他の目的を達成するための事業 

単位:円

法人会計

0 0 0 0 9,750,100 9,750,100

0 0 0 0 738,400 738,400

0 0 0 0 33,100 33,100

0 0 0 0 56,000 56,000

0 0 0 0 115,000 115,000

0 0 0 0 3,583,000 3,583,000

0 0 0 0 650,000 650,000

0 0 0 0 800,000 800,000

0 0 0 0 200,000 200,000

0 0 0 0 100,000 100,000

0 0 0 0 300,000 300,000

0 0 0 0 549,860 549,860

0 0 0 0 31,200 31,200

0 0 0 0 280,000 280,000

0 0 0 0 220,000 220,000

0 0 0 0 70,000 70,000

0 0 0 0 100,000 100,000

0 0 0 0 53,000 53,000

0 0 0 0 200,000 200,000

0 0 0 0 320,000 320,000

0 0 0 0 150,000 150,000

0 0 0 0 1,200,540 1,200,540

4,007,900 5,074,320 38,000 9,120,220 9,750,100 48,616,200

△ 3,407,900 △ 4,399,320 1,659,100 △ 6,148,120 6,310,000 △ 13,298,500

0 0 0 0 0 0

△ 3,407,900 △ 4,399,320 1,659,100 △ 6,148,120 6,310,000 △ 13,298,500

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

△ 3,407,900 △ 4,399,320 1,659,100 △ 6,148,120 6,310,000 △ 13,298,500

△ 3,407,900 △ 4,399,320 1,659,100 △ 6,148,120 6,310,000 △ 13,298,500

     25,594,666

     12,296,166

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

     12,296,166

収益事業等会計

合計
収１ 他１ 収益等共通 小計 法人会計
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【 令和5年度 会員数 状況表 】

【地区】

支部 会員数 加入数 退会数 会員数 正会員数 賛助会員数

【日野地区】

第 1支部 110 3 5 108 94 14
第 2支部 151 2 8 145 118 27
第 3支部 135 4 6 133 91 42
第 4支部 93 1 8 86 73 13
第 5支部 117 2 4 115 99 16
第 6支部 107 5 1 111 93 18

計 713 17 32 698 568 130

【多摩地区】  

第 1支部 115 2 2 115 102 13
第 2支部 101 1 3 99 93 6
第 3支部 103 5 4 104 96 8
第 4支部 100 3 4 99 87 12

計 419 11 13 417 378 39

【稲城地区】  

第 1支部 82 1 3 80 75 5
第 2支部 98 0 4 94 94 0
第 3支部 58 1 4 55 53 2
第 4支部 45 2 1 46 44 2

計 283 4 12 275 266 9

合計会員数 1,415 32 57 1,390 1,212 178

R6.3.31R5.4.1
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令和 6 年度 日野法人会  
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行事予定表  
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表彰・顕彰 

 

会員増強功労表彰 

【功労支部等表彰】 

（支部役員が他支部も含め 5社以上加入させた支部等に対して表彰) 

 

日野地区第 2支部 殿 

 

公益財団法人 全国法人会総連合表彰 

【功労者表彰】 

副 会 長 梅 沢  清 殿 

 

一般社団法人 東京法人会連合会表彰 

【会員増強功労者表彰】 

常 任 理 事 糟 谷 敏 美 殿 

常 任 理 事 山 田 有 司 殿 

理 事 木 村 一 郎 殿 

 

令和 4 年度納税表彰受彰者 

 

国税庁長官表彰 会 長 岩 田 利 夫 殿 

東京国税局長表彰 副 会 長 小 山  稔 殿 

日野税務署長表彰 理 事 伊 藤 弘 道 殿 

日野税務署長表彰 理 事 一 宮 龍 之 殿 

日野税務署長表彰 理 事 福 井 宏 昌 殿 

日野税務署長感謝状 常 任 理 事 朝 倉 泰 忠 殿 

日野税務署長感謝状 理 事 滝 瀬 仁 久 殿 

日野税務署長感謝状 理 事 梅 津 英 世 殿 

東京都知事表彰 会 長 岩 田 利 夫 殿 

東京都主税局長表彰 副 会 長 小 山  稔 殿 

八王子都税事務所長感謝状 副 会 長 梅 沢  清 殿 
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第 14 回通常総会ご来賓 

 

第 1 部総会 

日野税務署 署 長 斉 藤  彰 様 

同 副署長 倉 橋 明 広 様 

同 法人課税第一部門 統括官 吉 田 光 美 様 

同 審理担当上席 能 登  光 様 

 

東京都八王子都税事務所 所 長 諏 訪 公 二 様 

 

日野市 市 長 大 坪 冬 彦 様 

多摩市 市 長 阿 部 裕 行 様 

稲城市 市 長 髙 橋 勝 浩 様 

 

日野市議会 議 長 奥 住 匡 人 様 

多摩市議会 議 長 三 階 道 雄 様 

稲城市議会 議 長 北 浜 堅 一 様 

 

第 2 部交流会 

日野市商工会 会 長 小 林 昭 治 様 

多摩商工会議所 会 頭 伊 野 弘 明 様 

稲城市商工会 会 長 奈良部 義 彦 様 

 

日本政策金融公庫八王子支店 支店長 有 田 哲 二 様 

多摩信用金庫 理事長 金 井 雅 彦 様 

 

東京税理士会日野支部 支 部 長 岩 藤 真 実 様 

同 副支部長 内 藤  純 様 

同 副支部長 佐 藤 浩 崇 様 

同 副支部長 山 田 香代子 様 

同 副支部長 原  義 彦 様 

同 副支部長 蝦 名  潤 様 
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一般社団法人日野青色申告会 会 長 増 田 善 和 様 

南多摩納税貯蓄組合連合会 会 長 川 島 幹 雄 様 

東京小売酒販組合八南支部 副支部長 遠 藤  誠 様 

日野間税会 会 長 中 澤  洋 様 

日野優良法人会 会 長 大 木  茂 様 

 

 

大同生命保険株式会社多摩支社 支社長 庄 司 泰 広 様 

 同 多摩支社 八王子営業所 所長 大 童  翔 様 

ＡＩＧ損害保険株式会社西東京支店 支店長 吉 川  武 様 

 同 法人開発推進部法人会戦略推進部長 池 田 英 雄 様 

アフラック生命保険株式会社 八王子支社 支社長 伊 藤 孝 博 様 

 

 

 

日野法人会 顧 問 大 木  茂 様 

〃 相談役 斉 藤  清 様 

〃 相談役 野 村 圭 伊 様 

〃 相談役 滝 瀬 正 幸 様 

〃 相談役 斉 藤 常 由 様 

〃 相談役 米 満 誠 一 様 

〃 相談役 大 谷 日出夫 様 

〃 相談役 清 水 和 男 様 

〃 相談役 川  秀 武 様 

〃 参 与 竹 村  寛 様 
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